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はしがき 

 

本調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適切な中小企業

の労働政策の実現並びに中央会が実施する労働支援方針の策定に活用する

ことを目的として、都道府県中央会において毎年一斉に実施しています。 

中小企業におきましては、依然として収束の兆しが見えないウクライナ

情勢や円安など先行き不透明な状況の中で、材料費の高騰や最低賃金の改

定（令和5年10月より1,027円となり昨年より41円増加）による人件

費の上昇など様々な経営課題が生じております。 

2024年4月から建設業や運送業等に時間外労働の上限規制が適用さ

れ、人手不足の状況がさらに悪化するものと懸念されています。 

また政府では、新しい資本主義（三位一体の労働市場改革）として、

「リスキリングによる能力向上支援」「個々の企業の実態に応じた職務給

の導入」「成長分野への労働移動の円滑化」を掲げ、成長戦略や分配戦

略、全ての人が生きがいを感じられる社会の実現を目指しています。 

さらに労働力確保等を目的として、「年収130万円」（社会保険の扶養

の条件）や「年収106万円」（社会保険の適用基準）などと呼ばれる年収

の壁・支援強化パッケージが実施されています。 

このような喫緊の経営課題が山積みする中で、いまだ経済回復の実感が

得られず、依然厳しい経営環境が続き、経営資源の不足する中小企業に

とって、過大な負担となることが懸念されます。 

以上の状況を踏まえ、本年度の調査結果を報告書として取りまとめまし

た。調査内容は、基本的な部分については例年通りですが、原材料費、人

件費（賃金等）アップに対する販売価格への転嫁の状況、中途採用につい

て、詳細な調査を行いました。 

本書に関するデータの分析・作成につきましては、有限会社エーアイ 

社会保険労務士 小山田政義氏に多大なるご尽力を頂きました。 

最後に、本調査の実施にあたり、ご協力頂きました関係組合並びに調査

対象事業所各位に厚くお礼申し上げますと共に、今後とも一層のご理解と

ご協力を賜りますようお願いいたします。 

 

令和5年12月 

愛知県中小企業団体中央会 

一般財団法人 愛知実業協会 
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調査結果の要約 

● 経営（現在の経営状況、主要事業の今後の方針、経営上の障害、経営上の強み） 
 ・愛知県の経営状況は、１年前と比べて「良い」と回答する割合は（令和４年１７．
８％）から（令和５年２２．０％）へ４．２％増加し、上昇に転じている。 

 ・主要事業の今後の方針は、愛知県では「現状維持」（５９．０％）が最も多くなって
いる。 

 ・経営上の障害は、愛知県では「光熱費・原材料・仕入品の高騰」（６０．７％）が最
も多くなっている。 

 ・経営上の強みは、愛知県では「顧客への納品・サービスの速さ」（３０．３％）が最
も多くなっている。 

 
● 従業員の労働時間（週所定労働時間、月平均残業時間） 
 ・週所定労働時間は、愛知県では「４０時間」（５２．１％）が最も多くなっている。 
 ・月平均の残業時間は、愛知県では（１６．１６時間）となっており、全国の（１４．

１４時間）より２．０２時間上回っている。 
 
● 従業員の年次有給休暇（年次有給休暇の平均付与日数・平均取得日数・平均取得率） 
 ・年次有給休暇の平均付与日数は、愛知県で１５．６３日となっている。 
 ・年次有給休暇の平均取得日数は、愛知県では９．４６日となっている。 
 ・愛知県の年次有給休暇の平均取得率の５年間の推移をみると、令和５年度は増加傾向
にある。 

 
● 販売価格への転嫁（販売・受注価格への転嫁状況、転嫁の内容、価格転嫁率） 
 ・原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況は、愛知県では「価格

の引上げ（転嫁）を実現した」（４９．５％）が最も多くなっている。 

 ・原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の内容は、愛知県では「原材料分の

転嫁を行った（行う予定）」（７８．２％）が最も多くなっている。 
 ・価格転嫁率は、愛知県では「１０％未満」（４２．１％）が最も多くなっている。 
 
● 新規学卒者の採用（令和５年度新規学卒者の採用計画、新規学卒者の初任給（加重平
均））  

 ・令和５年３月新規学卒者の採用計画は、愛知県では「採用計画を行わなかった」（７

２．０％）が最も多くなっている。 
  
愛知県の新規学卒者の初任給（加重平均）は、下記の通りとなっている。 

〔高校卒者の初任給（加重平均）〕  

技術系は「184,725円」（前年192,066円）で、 

事務系は「180,355円」（前年179,890円）となっている。 

〔専門学校卒者の初任給（加重平均）〕  

技術系は「202,500円」（前年201,643円）で、 

事務系は「199,355円」（前年186,350円）となっている。 

〔短大卒者（含高専）の初任給（加重平均）〕  

技術系は「183,700円」（前年190,500円）で、 

事務系は「191,973円」（前年 記載なし）となっている。 
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〔大学卒者の初任給（加重平均）〕  

技術系は「222,056円」（前年205,724円）で、 

事務系は「210,713円」（前年213,294円）となっている。 
 

● 中途採用（中途採用の募集、中途採用の結果、中途採用の年齢層） 
 ・令和４年度に中途採用の募集を行い、令和５年７月１日現在までに採用を行ったかの

採用計画は、愛知県では「採用募集をし、実際に採用した」（４５．２％）が最も多

くなっている。 
 ・中途採用者の採用充足状況（充足率）は、愛知県では７６．１％となっている。 
・愛知県の中途採用の年齢層は、「２５～３４歳」（５４．７％）が最も多くなってい

る。 
 
● パートタイマー（採用理由、正規従業員とパートタイマーの職務、正規従業員と比較
した1時間当たりの平均賃金差、パートタイマーの待遇改善、パートタイマーの就業
調整、パートタイマーの就業調整の理由） 

 ・パートタイマーを採用した理由について、愛知県では「人手が集めやすいため」（３
３．１％）が最も多くなっている。 

 ・正規従業員とパートタイマーの職務について、愛知県では「正規従業員と職務が同じ
パートタイマーはいない」（６６．１％）が最も多くなっている。 

 ・正規従業員と比較した場合の1時間当たりの平均賃金差について、愛知県では「正
規従業員の8割以上」（３４．５％）が最も多くなっている。 

 ・パートタイマーに対する待遇改善のために実施している方策について、愛知県では
「賞与の支給」（３９．７％）が最も多くなっている。 

 ・雇用しているパートタイマーの就業調整の状況について、愛知県では「就業調整をし
ていない」（５３．３％）が最も多くなっている。 
・パートタイマーが就業調整をした理由について、愛知県では「年収が103万円を超
えると所得税が発生するため」（６３．０％）が最も多くなっている。 

 
● 賃金改定（賃金改定実施状況、平均昇給（単純平均・加重平均）、賃金改定の内容、
賃金改定の決定要素） 

 ・賃金改定の実施状況について、愛知県では「引上げた」（５１．１％）が最も多く

なっている。 

 ・平均昇給について、愛知県では賃金改定を実施した事業所の平均昇給額（加重平均）

は、７，６０９円となっている。 

 ・賃金改定の内容について、愛知県では「定期昇給」（５９．６％）が最も多くなって

いる。 

 ・賃金改定の決定要素について、愛知県では「労働力の確保・定着」（５６．３％）が

最も多くなっている。 
 
● 労働組合 
 ・労働組合について、愛知県では「ある」と回答した事業所は６．７％となっている。 
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調査の実施要領 

１．調査の目的 

   本調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適切な中小企業労働政策の実現並びに 

中央会が実施する労働支援方針の策定に活用することを目的として、全国一斉に実施した。 

２．調査の方法 

   愛知県下の事業協同組合等を通じて、地域別・業種別に組合員企業を選定し、事業所に調査票 

  を送付し回答を求めた。調査票は全国中央会が作成した統一様式により実施した。 

３．調査対象 

  調査対象産業を大分類して、次の６大産業とした。 

   A：製造業 B：情報通信業 C：運輸業 D：建設業 E：卸売・小売業 

   F：サービス業 

  中小企業とは、従業員数３００人以下の事業所。ただし、卸売業、サービス業にあっては従業員
数１００人以下の事業所。小売業にあっては従業員数５０人以下の事業所。 

４．調査時点 

  令和５年７月１日現在 

５．調査実施期間 

  令和５年７月１日から令和５年７月１４日まで 

６．回収状況 

  調 査 事 業 所 数：１，５００事業所 有効回答事業所数：7４９事業所（回収率：４９．９％） 

  業種別有効回答事業所 

   製造業  ４１９事業所  情報通信業  １７事業所  運輸業  ３９事業所 

   建設業  １０５事業所  卸売業    ９１事業所  小売業  ５３事業所 

   サービス業 ２５事業所 

７．調査内容 

 ●現在の従業員（男女比率、従業員構成、従業員数の増減） 

 ●経営（現在の経営状況、主要事業の今後の方針、経営上の障害、経営上の強み） 

●従業員の労働時間（週所定労働時間、月平均残業時間） 

●従業員の年次有給休暇（年次有給休暇の平均付与日数、平均取得日数、平均取得率） 

●販売価格への転嫁（販売・受注価格への転嫁状況、転嫁の内容、価格転嫁率） 

●新規学卒者の採用（令和5年度新規学卒者の採用計画、新規学卒者の初任給（加重平均）） 

●中途採用（中途採用の募集、中途採用の結果、中途採用の年齢層） 

●パートタイマー（採用理由、正規従業員とパートタイマーの職務、正規従業員と比較した１時間 

当たりの平均賃金差、パートタイマーの待遇改善、就業調整、就業調整の理由） 

●賃金改定（賃金改定実施状況、平均昇給（単純平均・加重平均）、賃金改定の内容、賃金改定の 

決定要素） 

●労働組合 
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１．現在の従業員 

● 従業員の男女比率は、愛知県では、男性が６９．７％、女性が３０．３％となっている。 

 

 愛知県全体の常用労働者の男女比率は、「男性」（６９．７％）、「女性」（３０．３％）となっ

ている。 

規模別では、どの規模も「男性」が最も多くなっている。また「女性」が3割を超えたのは「１

～９人」（３５．４％）、「１０～２９人」（３０．５％）、「１００～３００人」（３１．７％）

となっている。 

業種別では、「男性」が最も多いのは「運輸業」（８４．５％）、次いで「金属、同製品」（８

１．５％）、「建設業」（８０．７％）の順で、「女性」では「小売業」（５３．６％）、「食料

品」（５０．６％）、「サービス業」（４９．４％）の順となっている。 

 

【図表  １】 
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● 従業員構成は、愛知県では「正社員」（７０．７％）と最も多くの割合を占めている。 

 

 愛知県全体の従業員構成は、「正社員」（７０．７％）が最も多く、次いで「パートタイマー（常

用）」（１５．５％）、「嘱託・契約社員」（５．５％）、「派遣」（４．３％）、「パートタイ

マー（ 常用）」（２．２％）、「 の 」（１．９％）の順となっている。 

規模別でも、どの規模も「正社員」が最も多く、次いで「パートタイマー（常用）」の順となって

いる。 

業種別でも、製造業計・ 製造業計ともに「正社員」が最も多く、次いで「パートタイマー（常

用）」の順となっている。 

 

 

【図表  ２】 
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従業員数の増減 

 

● 男性の従業員数の増減は、正社員（変わらない ５２．５％）、常用パートタイマー（変わらな  

い ７２．１％）、 常用パートタイマー（変わらない ９３．７％）、派遣（変わらない ６ 

９．８％）、嘱託・契約社員（変わらない ６１．３％）、 の （変わらない ８４．０％）と 

なっている。 

 

 
【図表  ３】 

 

● 女性の従業員数の増減は、正社員（変わらない ６３．７％）、常用パートタイマー（変わらな 

い ６５．３％）、 常用パートタイマー（変わらない ９１．６％）、派遣（変わらない ６ 

９．６％）、嘱託・契約社員（変わらない ７４．７％）、 の （変わらない ８７．６％）と 

なっている。 

 

 

【図表  ４】 
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　１～９人 9.0 82.4 8.5 9.4 88.7 1.9 0.0 95.8 4.2 0.0 94.1 5.9 0.0 100.0 0.0 15.8 84.2 0.0 10.0 83.0 7.0

　１０～２９人 19.7 54.0 26.3 9.8 77.2 13.0 0.0 96.7 3.3 16.2 75.7 8.1 15.1 81.1 3.8 6.5 93.5 0.0 20.7 56.2 23.2
　３０～９９人 29.8 34.6 35.6 16.5 71.9 11.5 4.3 95.7 0.0 14.4 73.3 12.2 26.5 58.8 14.7 11.8 82.9 5.3 32.0 35.9 32.0

　１００～３００人 32.9 20.3 46.8 28.2 53.5 18.3 8.6 85.7 5.7 20.8 50.0 29.2 31.6 31.6 36.8 13.3 76.7 10.0 36.8 18.4 44.7
製造業　計 17.7 54.6 27.7 13.3 73.4 13.3 1.9 94.4 3.7 16.1 65.0 19.0 15.3 71.5 13.1 11.5 84.6 3.8 20.2 54.8 25.1
　　食料品 10.0 65.0 25.0 23.1 53.8 23.1 0.0 100.0 0.0 33.3 60.0 6.7 9.1 63.6 27.3 0.0 100.0 0.0 17.9 51.3 30.8

　　 維 業 10.7 71.4 17.9 10.7 82.1 7.1 14.3 85.7 0.0 11.1 88.9 0.0 10.0 70.0 20.0 14.3 85.7 0.0 13.1 70.5 16.4
　　 材・ 製品 6.3 75.0 18.8 16.7 66.7 16.7 0.0 100.0 0.0 0.0 50.0 50.0 20.0 80.0 0.0 25.0 50.0 25.0 7.1 71.4 21.4
　　  ・同関連 27.0 40.5 32.4 22.2 72.2 5.6 0.0 88.9 11.1 0.0 87.5 12.5 14.3 78.6 7.1 11.1 88.9 0.0 33.3 33.3 33.3
　　 業・  18.0 64.0 18.0 11.1 77.8 11.1 0.0 100.0 0.0 18.2 72.7 9.1 17.6 76.5 5.9 0.0 100.0 0.0 27.5 54.9 17.6
　　化学 業 14.3 35.7 50.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 83.3 16.7 25.0 62.5 12.5 20.0 80.0 0.0 13.3 40.0 46.7

　　金属、同製品 19.8 48.5 31.7 12.5 76.8 10.7 2.8 91.7 5.6 13.0 60.9 26.1 10.8 75.7 13.5 16.1 80.6 3.2 18.2 57.6 24.2
　　    22.9 40.0 37.1 0.0 88.0 12.0 0.0 100.0 0.0 9.5 57.1 33.3 23.5 52.9 23.5 5.9 82.4 11.8 20.0 45.7 34.3
　　 の 22.0 48.8 29.3 20.7 51.7 27.6 0.0 93.3 6.7 35.3 58.8 5.9 16.7 77.8 5.6 14.3 85.7 0.0 25.0 52.5 22.5

 製造業　計 25.6 49.8 24.6 20.4 70.1 9.5 8.0 92.0 0.0 12.7 81.8 5.5 32.7 46.9 20.4 11.5 82.7 5.8 26.2 52.3 21.5
　　情報通信業 50.0 18.8 31.3 25.0 75.0 0.0 33.3 66.7 0.0 33.3 66.7 0.0 42.9 42.9 14.3 20.0 80.0 0.0 53.3 20.0 26.7
　　運輸業 35.1 21.6 43.2 15.0 80.0 5.0 0.0 100.0 0.0 36.4 63.6 0.0 37.5 12.5 50.0 0.0 100.0 0.0 34.2 23.7 42.1
　　建設業 27.7 56.4 15.8 4.2 87.5 8.3 0.0 100.0 0.0 9.1 90.9 0.0 16.7 70.8 12.5 22.2 77.8 0.0 29.9 54.6 15.5

　　　卸売業 20.5 43.4 36.1 26.8 62.5 10.7 5.6 94.4 0.0 5.0 85.0 10.0 43.9 39.0 17.1 5.9 88.2 5.9 21.0 51.9 27.2
　　　小売業 10.4 81.3 8.3 6.7 93.3 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 6.5 87.0 6.5
　　サービス業 33.3 45.8 20.8 38.9 38.9 22.2 22.2 77.8 0.0 0.0 87.5 12.5 14.3 71.4 14.3 0.0 71.4 28.6 38.1 42.9 19.0

男性：嘱託・契約社員 男性：その他 男性：合計男性：正社員 男性：パートタイマー
（常用）

男性：パートタイマー
（非常用）

男性：派遣

●従業員数の増減（女） (%)

業種別

増
加

変
わ
ら
な
い

減
少

増
加

変
わ
ら
な
い

減
少

増
加

変
わ
ら
な
い

減
少

増
加

変
わ
ら
な
い

減
少

増
加

変
わ
ら
な
い

減
少

増
加

変
わ
ら
な
い

減
少

増
加

変
わ
ら
な
い

減
少

全国 18.6 66.3 15.1 17.3 66.8 16.0 9.2 86.6 4.1 17.4 72.1 10.5 14.9 76.0 9.1 7.3 88.1 4.6 22.2 60.9 16.9
愛知県 20.4 63.7 15.9 17.5 65.3 17.2 5.2 91.6 3.2 17.9 69.6 12.5 16.1 74.7 9.1 4.4 87.6 8.0 21.4 60.0 18.6
　１～９人 6.1 87.7 6.1 4.4 85.6 10.0 0.0 100.0 0.0 6.3 93.8 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 4.1 88.3 7.7

　１０～２９人 21.8 68.8 9.4 18.4 68.1 13.5 3.4 89.7 6.9 12.9 80.6 6.5 10.0 90.0 0.0 3.6 89.3 7.1 23.9 63.6 12.4
　３０～９９人 26.9 50.0 23.1 21.7 59.0 19.3 7.1 92.9 0.0 16.7 72.2 11.1 14.6 76.4 9.0 6.3 85.7 7.9 31.7 42.8 25.5

　１００～３００人 28.8 37.5 33.8 22.2 48.6 29.2 6.1 84.8 9.1 27.7 48.9 23.4 28.6 53.1 18.4 3.2 83.9 12.9 31.2 24.7 44.2
製造業　計 19.4 62.0 18.6 15.9 63.6 20.5 3.9 92.2 3.9 17.8 68.2 14.0 16.8 72.6 10.6 6.4 84.0 9.6 20.4 57.5 22.2
　　食料品 16.2 64.9 18.9 20.9 55.8 23.3 12.5 75.0 12.5 23.1 61.5 15.4 12.5 75.0 12.5 11.1 77.8 11.1 25.6 46.5 27.9

　　 維 業 14.3 75.5 10.2 17.9 66.7 15.4 12.5 87.5 0.0 11.1 88.9 0.0 44.4 44.4 11.1 0.0 100.0 0.0 22.4 65.5 12.1
　　 材・ 製品 33.3 58.3 8.3 0.0 66.7 33.3 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 75.0 25.0 0.0 75.0 25.0 16.7 58.3 25.0
　　  ・同関連 18.8 53.1 28.1 28.0 52.0 20.0 0.0 88.9 11.1 41.7 33.3 25.0 0.0 90.0 10.0 0.0 100.0 0.0 28.1 46.9 25.0
　　 業・  16.0 64.0 20.0 7.7 61.5 30.8 0.0 100.0 0.0 10.0 80.0 10.0 30.0 70.0 0.0 0.0 100.0 0.0 9.4 67.9 22.6
　　化学 業 33.3 46.7 20.0 15.4 61.5 23.1 0.0 100.0 0.0 16.7 50.0 33.3 16.7 50.0 33.3 0.0 80.0 20.0 13.3 46.7 40.0

　　金属、同製品 16.3 69.4 14.3 11.8 76.5 11.8 3.4 93.1 3.4 13.5 75.7 10.8 12.9 77.4 9.7 7.1 89.3 3.6 17.0 67.0 16.0
　　    17.6 58.8 23.5 13.3 63.3 23.3 0.0 100.0 0.0 18.2 63.6 18.2 16.7 77.8 5.6 14.3 78.6 7.1 22.9 51.4 25.7
　　 の 33.3 38.5 28.2 18.2 54.5 27.3 5.9 88.2 5.9 18.8 68.8 12.5 17.6 70.6 11.8 6.3 68.8 25.0 30.0 37.5 32.5

 製造業　計 21.6 65.9 12.5 19.9 68.0 12.2 7.7 90.4 1.9 18.2 72.7 9.1 15.1 78.1 6.8 0.0 95.3 4.7 22.8 63.2 13.9
　　情報通信業 50.0 37.5 12.5 14.3 85.7 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 20.0 60.0 20.0 0.0 100.0 0.0 46.7 46.7 6.7
　　運輸業 26.5 47.1 26.5 20.8 70.8 8.3 0.0 100.0 0.0 30.0 70.0 0.0 30.8 69.2 0.0 0.0 100.0 0.0 35.9 38.5 25.6
　　建設業 16.1 78.2 5.7 11.1 82.2 6.7 0.0 100.0 0.0 7.7 92.3 0.0 10.5 78.9 10.5 0.0 100.0 0.0 13.7 78.9 7.4

　　　卸売業 30.5 54.9 14.6 25.0 60.9 14.1 12.5 81.3 6.3 15.0 65.0 20.0 14.3 78.6 7.1 0.0 100.0 0.0 30.6 55.3 14.1
　　　小売業 8.9 84.4 6.7 16.0 76.0 8.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 8.9 82.2 8.9

　　サービス業 8.7 69.6 21.7 31.3 31.3 37.5 25.0 75.0 0.0 33.3 55.6 11.1 0.0 100.0 0.0 0.0 75.0 25.0 21.7 43.5 34.8

女性：合計女性：正社員 女性：パートタイマー
（常用）

女性：パートタイマー
（非常用）

女性：派遣 女性：嘱託・契約社員 女性：その他
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２．経営 

現在の経営状況 

 

● 愛知県の経営状況は、１年前と比べて「良い」と回答する割合は（令和４年１７．８％）から

（令和５年２２．０％）へ４．２％増加し、上昇に転じている。 

 

 経営状況については、愛知県全体では「変わらない」（４７．１%）が最も多く、次いで「悪い」

（３０．８%）、「良い」（２２．０％）の順となっている。 

愛知県の「良い」の５年間の推移をみると、令和元年（１６．２％）から令和2年（５．３％）

に減少したが、令和３年（１９．７％）、令和4年（１７．８％）と増減し、令和５年では（２

２．０％）と増加している。 

 

規模別では、「悪い」が最も多かったのは「１０～２９人」（３５．８％）で、「変わらない」が

最も多かったのは「１～９人」（５０．６％）となっている。 

業種別では、製造業計では「変わらない」（４５．６%）が最も多く、次いで「悪い」（３３．

９%）の順となっている。 製造業計は「変わらない」（４９．１%）が最も多く、次いで「悪い」

（２７．０%）の順となっている。 

 

 

【図表  ５】 
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【図表  ６】 
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主要事業の今後の方針 

 

● 主要事業の今後の方針は、愛知県では「現状維持」（５９．０％）が最も多くなっている。 

 

 主要事業の今後の方針は、愛知県全体で「現状維持」（５９．０％）が最も多く、次いで「強化拡

大」（３５．３％）、「縮小」（４．４％）、「廃止」（０．９％）、「 の 」（０．４％）の順

となっている。  

愛知県の５年間の推移をみると、５年とも「現状維持」が最も多く、次いで「強化拡大」となって

いる。 

規模別では、「100～300人」では「強化拡大」（５９．４％）が最も多く、 の の規模では

「現状維持」が最も多くなっている。 

業種別では、「情報通信業」「卸売業」「サービス業」では「強化拡大」が最も多く、 れ以外の

業種では「現状維持」が最も多くなっている。 

  

 

【図表  ７】 
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【図表  ８】 
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経営上の障害 

 

● 経営上の障害は、愛知県では「光熱費・原材料・仕入品の高騰」（６０．７％）が最も多く

なっている。 

 

 経営上の障害は、愛知県全体では「光熱費・原材料・仕入品の高騰」（６０．７％）が最も多く、

次いで「人材不足（質の不足）」（４４．６％）、「労働力不足（量の不足）」（３４．６％）の順

となっている。 

規模別では、どの規模も「光熱費・原材料・仕入品の高騰」が最も多く、次いで「１～９人」では

「販売不振・受注の減少」（４０．４％）、「１０～２９人」「３０～９９人」では「人材不足（質

の不足）」、「１００～３００人」では「労働力不足（量の不足）」の順となっている。 

業種別では、製造業計で「光熱費・原材料・仕入品の高騰」（６９．９％）が最も多く、次いで

「人材不足（質の不足）」（４１．１％）の順となっている。 

 製造業計では「光熱費・原材料・仕入品の高騰」と「人材不足（質の不足）」（４９．１％）が

最も多く、次いで「労働力不足（量の不足）」（４４．２％）の順となっている。 

 

 

【図表  ９】 
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【図表  10】 
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環

境

規

制

の

強

化

全国 39.2 48.4 1.2 22.5 27.9 7.3 16.0 57.7 2.7 11.1 5.5 2.9
愛知県 34.6 44.6 1.3 24.0 31.0 7.9 13.1 60.7 4.1 17.0 6.0 4.3

　１～９人 26.8 30.2 2.1 15.7 40.4 9.4 15.3 55.3 5.5 17.0 10.2 4.7
　１０～２９人 34.5 46.7 0.9 29.3 31.0 7.4 10.9 59.4 3.5 17.9 6.1 3.1
　３０～９９人 37.0 56.9 1.4 26.4 24.5 6.9 11.6 64.8 3.7 15.3 3.2 5.1

　１００～３００人 53.6 47.8 0.0 27.5 18.8 7.2 17.4 71.0 2.9 18.8 0.0 4.3
製造業　計 27.0 41.1 1.7 22.4 34.4 9.3 9.5 69.9 4.3 19.8 7.6 5.5

　　食料品 31.1 37.8 2.2 44.4 11.1 8.9 6.7 82.2 2.2 11.1 4.4 2.2
　　 維 業 15.9 23.8 0.0 23.8 41.3 14.3 4.8 73.0 9.5 30.2 12.7 6.3

　　 材・ 製品 43.8 18.8 0.0 12.5 50.0 6.3 31.3 50.0 0.0 31.3 18.8 0.0
　　  ・同関連 15.0 42.5 5.0 15.0 52.5 30.0 10.0 65.0 2.5 25.0 5.0 0.0
　　 業・  25.5 34.5 1.8 20.0 40.0 5.5 9.1 81.8 0.0 7.3 7.3 7.3
　　化学 業 41.2 47.1 0.0 5.9 29.4 11.8 29.4 76.5 0.0 11.8 11.8 0.0

　　金属、同製品 34.6 53.8 1.9 21.2 26.9 3.8 4.8 62.5 6.7 18.3 5.8 11.5
　　    20.0 48.6 0.0 28.6 28.6 5.7 11.4 71.4 2.9 37.1 5.7 5.7
　　 の 27.3 45.5 2.3 15.9 43.2 4.5 13.6 63.6 4.5 13.6 6.8 0.0

 製造業　計 44.2 49.1 0.9 26.1 26.7 6.1 17.6 49.1 3.9 13.3 3.9 2.7
　　情報通信業 41.2 88.2 0.0 23.5 17.6 35.3 11.8 0.0 5.9 11.8 5.9 0.0
　　運輸業 61.5 51.3 0.0 35.9 15.4 2.6 5.1 46.2 0.0 12.8 2.6 7.7
　　建設業 56.2 56.2 1.0 18.1 20.0 0.0 24.8 55.2 3.8 15.2 2.9 3.8
　　　卸売業 33.0 48.4 1.1 25.3 28.6 4.4 26.4 52.7 3.3 15.4 4.4 1.1
　　　小売業 24.5 20.8 1.9 20.8 52.8 13.2 5.7 45.3 7.5 9.4 7.5 1.9
　　サービス業 52.0 52.0 0.0 60.0 16.0 8.0 4.0 56.0 4.0 8.0 0.0 0.0

 ※データをミニグラフにて表示 
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経営上の強み 

 

● 経営上の強みは、愛知県では「顧客への納品・サービスの速さ」（３０．３％）が最も多く

なっている。  

 

経営上の強みについて、愛知県全体では「顧客への納品・サービスの速さ」（３０．３％）が最も

多く、次いで「製品の品質・精度の高さ」（２８．２％）、「技術力・製品 発力」（２５．６％）

の順となっている。 

愛知県の５年間の推移をみると、「顧客への納品・サービスの速さ」や「製品の品質・精度の高

さ」「組織の 動力・柔軟性」が上位を占めている。 

 

規模別では、「１～９人」「１０～２９人」「１００～３００人」で「顧客への納品・サービスの

速さ」が最も多く、「３０～９９人」では「製品の品質・精度の高さ」「財務体質の強さ・資金調達

力」（２８．７％）が最も多くなっている。 

業種別では、製造業計で「製品の品質・精度の高さ」（３７．６％）が最も多く、 製造業計では

「技術力・製品 発力」「企業・製品のブランド力」（５１．３％）が最も多くなっている。 

 

 
【図表  11】 
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【図表  1２】 

 

 
【図表  1３】  
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動

力

・

柔

軟

性

全国 25.3 26.8 16.4 11.0 8.1 25.8 25.7 10.8 15.4 14.4 18.4 23.6
愛知県 21.1 25.6 19.4 10.9 10.6 28.2 30.3 6.5 16.7 16.0 15.8 24.4

　１～９人 17.8 30.7 12.0 6.7 13.3 29.3 31.1 3.1 8.0 16.9 21.3 22.7
　１０～２９人 23.2 28.6 25.4 8.0 8.5 26.3 32.1 7.1 13.4 17.9 12.9 25.9
　３０～９９人 23.0 21.1 22.0 15.3 9.1 28.7 26.8 6.2 28.7 12.4 13.4 23.9

　１００～３００人 19.1 13.2 16.2 20.6 13.2 29.4 32.4 16.2 19.1 17.6 14.7 26.5
製造業　計 23.4 24.9 29.3 6.8 10.7 37.6 31.0 7.3 13.7 12.4 11.5 19.8

　　食料品 31.8 38.6 2.3 45.5 11.4 9.1 6.8 84.1 2.3 11.4 4.5 2.3
　　 維 業 16.1 24.2 0.0 24.2 41.9 14.5 4.8 74.2 9.7 30.6 12.9 6.5

　　 材・ 製品 43.8 18.8 0.0 12.5 50.0 6.3 31.3 50.0 0.0 31.3 18.8 0.0
　　  ・同関連 15.4 43.6 5.1 15.4 53.8 30.8 10.3 66.7 2.6 25.6 5.1 0.0
　　 業・  26.9 36.5 1.9 21.2 42.3 5.8 9.6 86.5 0.0 7.7 7.7 7.7
　　化学 業 41.2 47.1 0.0 5.9 29.4 11.8 29.4 76.5 0.0 11.8 11.8 0.0

　　金属、同製品 35.3 54.9 2.0 21.6 27.5 3.9 4.9 63.7 6.9 18.6 5.9 11.8
　　    20.0 48.6 0.0 28.6 28.6 5.7 11.4 71.4 2.9 37.1 5.7 5.7
　　 の 27.9 46.5 2.3 16.3 44.2 4.7 14.0 65.1 4.7 14.0 7.0 0.0

 製造業　計 46.2 51.3 0.9 27.2 27.8 6.3 18.4 51.3 4.1 13.9 4.1 2.8
　　情報通信業 41.2 88.2 0.0 23.5 17.6 35.3 11.8 0.0 5.9 11.8 5.9 0.0
　　運輸業 70.6 58.8 0.0 41.2 17.6 2.9 5.9 52.9 0.0 14.7 2.9 8.8
　　建設業 58.4 58.4 1.0 18.8 20.8 0.0 25.7 57.4 4.0 15.8 3.0 4.0

　　　卸売業 34.1 50.0 1.1 26.1 29.5 4.5 27.3 54.5 3.4 15.9 4.5 1.1
　　　小売業 25.0 21.2 1.9 21.2 53.8 13.5 5.8 46.2 7.7 9.6 7.7 1.9
　　サービス業 54.2 54.2 0.0 62.5 16.7 8.3 4.2 58.3 4.2 8.3 0.0 0.0

令和５年（愛知県） 21.1 25.6 19.4 10.9 10.6 28.2 30.3 6.5 16.7 16.0 15.8 24.4
令和４年（愛知県） 22.4 24.1 16.4 12.3 10.4 25.2 30.4 6.1 15.9 17.9 15.7 26.6
令和３年（愛知県） 24.4 22.7 19.7 10.9 10.5 25.5 29.4 6.0 15.9 16.8 15.4 27.7
令和２年（愛知県） 20.8 24.9 18.7 9.8 7.7 25.0 29.0 5.9 17.8 17.3 16.1 28.5
令和元年（愛知県） 22.3 23.8 14.2 15.0 9.3 27.7 33.1 6.3 15.2 16.7 16.3 26.1

 ※データをミニグラフにて表示 
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３．従業員の労働時間 

週所定労働時間 

 

● 週所定労働時間は、愛知県では「４０時間」（５２．１％）が最も多くなっている。 

 

 従業員の週所定労働時間は、愛知県全体では「４０時間」（５２．１％）が最も多く、次いで「３

８時間超４０時間未満」（２１．９％）、「３８時間以下」（１５．５％）、「４０時間超４４時間

以下」（９．７％）の順となっている。 

愛知県の５年間の推移をみると、５年とも「４０時間」が最も多く、次いで「３８時間超４０時間

未満」となっている。 

 

 規模別では、どの規模も「40時間」が最も多く、次いで「３８時間超４０時間未満」の順となっ

ている。 

業種別でも、製造業計・ 製造業計ともに「40時間」が最も多く、次いで「３８時間超４０時間

未満」の順となっている。 

 

 

【図表  1４】 

●週所定労働時間 （ ）
３
８
時
間
以
下

３
８
時
間
超

４
０
時
間
未
満

４
０
時
間

４
０
時
間
超

４
４
時
間
以
下

 
の
 

全国 16.3 25.0 47.3 10.4 0.9
愛知県 15.5 21.9 52.1 9.7 0.8

　１～９人 22.7 24.9 38.4 12.2 1.7
　１０～２９人 12.9 21.4 52.7 12.1 0.9
　３０～９９人 10.7 19.2 63.1 7.0 0.0

　１００～３００人 14.7 22.1 61.8 1.5 0.0
製造業　計 14.1 24.4 52.9 7.8 0.7

　　食料品 25.0 25.0 40.9 9.1 0.0
　　 維 業 13.1 18.0 62.3 4.9 1.6

　　 材・ 製品 20.0 46.7 13.3 20.0 0.0
　　  ・同関連 17.5 22.5 52.5 7.5 0.0
　　 業・  20.4 33.3 40.7 5.6 0.0
　　化学 業 11.8 29.4 47.1 11.8 0.0

　　金属、同製品 6.9 19.8 65.3 5.9 2.0
　　    11.4 25.7 57.1 5.7 0.0
　　 の 11.6 23.3 51.2 14.0 0.0

 製造業　計 17.2 18.8 51.1 12.0 0.9
　　情報通信業 17.6 5.9 76.5 0.0 0.0

　　運輸業 5.1 10.3 79.5 5.1 0.0
　　建設業 15.8 21.8 49.5 12.9 0.0

　　　卸売業 18.7 18.7 50.5 12.1 0.0
　　　小売業 23.1 28.8 23.1 19.2 5.8

　　サービス業 24.0 8.0 56.0 12.0 0.0
令和５年（愛知県） 15.5 21.9 52.1 9.7 0.8
令和４年（愛知県） 12.2 25.1 56.3 6.4 6.4
令和３年（愛知県） 14.3 23.5 53.8 8.4 8.4
令和２年（愛知県） 14.1 25.2 53.7 7.1 7.1
令和元年（愛知県） 12.9 22.3 55.2 9.6 9.6

 ※データをミニグラフにて表示 
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月平均残業時間 

 

● 月平均の残業時間は、愛知県では（１６．１６時間）となっており、全国の（１４．１４時

間）より２．０２時間上回っている。 

 

 従業員１人当たりの月平均残業時間は、愛知県全体では１６．１６時間（令和４年１２．６３時

間）となり、３．５３時間増加した。月平均残業時間は「１０時間未満」（３４．９％）が最も多

く、次いで「１０～２０時間未満」（２９．９％）、「２０～３０時間未満」（１８．６％）の順と

なっている。 

愛知県の５年間の推移をみると、令和元年・令和2年・令和3年では「0時間」が最も多かった

が、令和4年・令和5年では「１０時間未満」が最も多くなっている。 

 

 規模別では、「１～９人」「１０～２９人」「３０～９９人」では、「１０時間未満」が最も多

く、次いで「１０～２０時間未満」、一方「１００～３００人」では「１０～２０時間未満」（３

８．２％）が最も多く、次いで「２０～３０時間未満」（２５．０％）の順となっている。 

業種別では、製造業計で「１０時間未満」（３７．５％）が最も多く、次いで「１０～２０時間未

満」（２８．７％）、 製造業計では「１０時間未満」「１０～２０時間未満」（３１．４％）が最

も多く、次いで「２０～３０時間未満」（１９．０％）の順となっている。 

 
【図表  1５】 
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０
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０
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０
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平
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残
業
時
間
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時
間
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全国 1.1 39.9 30.5 17.0 9.5 1.9 14.14
愛知県 0.4 34.9 29.9 18.6 14.3 2.0 16.16

　１～９人 0.0 34.5 31.8 20.0 12.7 0.9 15.24
　１０～２９人 1.1 38.1 27.0 20.6 11.6 1.6 14.75
　３０～９９人 0.0 35.9 28.6 13.5 19.8 2.1 17.39

　１００～３００人 0.0 23.5 38.2 25.0 8.8 4.4 18.13
製造業　計 0.6 37.5 28.7 18.3 13.6 1.3 15.28

　　食料品 0.0 52.9 23.5 11.8 11.8 0.0 12.15
　　 維 業 7.7 46.2 23.1 19.2 3.8 0.0 10.12

　　 材・ 製品 0.0 16.7 16.7 41.7 25.0 0.0 22.92
　　  ・同関連 0.0 30.3 36.4 24.2 9.1 0.0 14.67
　　 業・  0.0 50.0 32.5 10.0 7.5 0.0 12.25
　　化学 業 0.0 50.0 28.6 14.3 7.1 0.0 10.50

　　金属、同製品 0.0 30.8 24.2 22.0 18.7 4.4 18.54
　　    0.0 18.2 51.5 18.2 12.1 0.0 16.03
　　 の 0.0 47.1 20.6 11.8 20.6 0.0 16.32

 製造業　計 0.0 31.4 31.4 19.0 15.3 2.9 17.32
　　情報通信業 0.0 43.8 43.8 6.3 6.3 0.0 11.56
　　運輸業 0.0 2.8 13.9 16.7 50.0 16.7 35.28
　　建設業 0.0 40.7 34.1 15.4 8.8 1.1 13.90
　　　卸売業 0.0 28.1 40.6 21.9 9.4 0.0 14.67
　　　小売業 0.0 35.0 15.0 35.0 15.0 0.0 15.95

　　サービス業 0.0 40.0 26.7 26.7 6.7 0.0 14.20
令和５年（愛知県） 0.4 34.9 29.9 18.6 14.3 2.0 16.16
令和４年（愛知県） 24.3 25.1 23.0 13.8 12.3 1.5 12.63
令和３年（愛知県） 31.2 22.3 20.9 13.7 10.7 1.3 11.25
令和２年（愛知県） 27.5 20.7 21.8 16.6 11.3 2.0 12.80
令和元年（愛知県） 24.3 19.0 18.7 16.7 17.6 3.7 15.60

 ※データをミニグラフにて表示 

●月平均残業時間（従業員１人当たり）
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４．従業員の年次有給休暇 

年次有給休暇の平均付与日数 

 

● 年次有給休暇の平均付与日数は、愛知県で１５．６３日となっている。 

 

 従業員の年次有給休暇の平均付与日数は、愛知県全体では１５．６３日となり、（令和４年１６．

３３日）から０．７日減少している。平均付与日数は「１５～２０日未満」（５０．１％）が最も多

く、次いで「１０～１５日未満」（２３．２％）、「２０～２５日未満」（１６．０％）の順となっ

ている。 

愛知県の５年間の推移をみると、５年とも「１５～２０日未満」が最も多くなっている。 

 

規模別では、「１００～３００人」（１６．６２日）が最も多く、次いで「３０～９９人」（１

６．５４日）、「１０～２９人」（１５．２３日）、「１～９人」（１４．８３日）の順となってい

る。 

業種別では、製造業計（１５．８４日）、 製造業計（１５．３６日）となっている。 

 

 
【図表  1６】  

●年次有給休暇の平均付与日数（従業員１人当たり） （ ）
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０
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日
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全国 7.9 18.9 49.8 18.6 4.7 16.19
愛知県 7.8 23.2 50.1 16.0 2.8 15.63

　１～９人 11.1 35.3 23.7 27.1 2.9 14.83
　１０～２９人 9.3 24.3 49.1 15.0 2.2 15.23
　３０～９９人 5.7 14.2 66.5 9.4 4.2 16.54

　１００～３００人 0.0 11.6 82.6 5.8 0.0 16.62
製造業　計 7.3 21.8 51.1 17.4 2.4 15.84

　　食料品 14.0 32.6 41.9 9.3 2.3 14.02
　　 維 業 5.2 25.9 34.5 32.8 1.7 16.24

　　 材・ 製品 0.0 0.0 53.3 40.0 6.7 19.19
　　  ・同関連 7.5 15.0 47.5 30.0 0.0 16.40
　　 業・  3.7 18.5 59.3 18.5 0.0 16.20
　　化学 業 5.9 23.5 58.8 11.8 0.0 15.29

　　金属、同製品 9.6 20.2 57.7 7.7 4.8 15.47
　　    11.8 20.6 50.0 11.8 5.9 16.50
　　 の 2.3 27.3 56.8 13.6 0.0 15.45

 製造業　計 8.5 25.2 48.9 14.1 3.3 15.36
　　情報通信業 0.0 25.0 68.8 0.0 6.3 16.31
　　運輸業 5.3 13.2 63.2 13.2 5.3 16.74
　　建設業 11.8 19.6 49.0 16.7 2.9 15.45

　　　卸売業 9.5 16.7 54.8 15.5 3.6 16.11
　　　小売業 2.4 63.4 24.4 7.3 2.4 12.95

　　サービス業 12.5 33.3 33.3 20.8 0.0 13.68
令和５年（愛知県） 7.8 23.2 50.1 16.0 2.8 15.63
令和４年（愛知県） 7.0 17.1 49.4 24.4 2.2 16.33
令和３年（愛知県） 9.1 26.2 47.7 15.1 1.9 15.09
令和２年（愛知県） 9.6 25.7 48.7 13.8 2.3 15.04
令和元年（愛知県） 10.7 25.3 49.9 12.5 1.6 14.89

（※データをミニグラフにて表示）
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年次有給休暇の平均取得日数 

 

● 年次有給休暇の平均取得日数は、愛知県では９．４６日となっている。 

 

 従業員の年次有給休暇の平均取得日数は、愛知県全体では９．４６日となっている。また平均取得

日数は、「５日未満」（４８．０％）が最も多く、次いで「５～１０日未満」（４０．６％）、「１

０～１５日未満」（９．１％）の順となっている。 

愛知県の５年間の推移をみると、令和元年から令和４年は「５～１０日未満」が最も多かったが、

令和5年では「５日未満」が最も多くなり、平均取得日数が減少した。 

 

規模別では、「１００～３００人」（１０．６２日）が最も多く、次いで「３０～９９人」（９．

９９日）、「１０～２９人」（９．０４日）、「１～９人」（９．０１日）の順となっている。 

業種別では、製造業計（９．７３日）、 製造業計（９．１１日）となっている。 

 

 
【図表  1７】 
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全国 48.4 39.5 9.7 2.3 0.2 9.56
愛知県 48.0 40.6 9.1 1.8 0.4 9.46

　１～９人 53.6 33.8 7.7 4.3 0.5 9.01
　１０～２９人 52.2 38.9 6.6 1.3 0.9 9.04
　３０～９９人 42.0 45.3 12.7 0.0 0.0 9.99

　１００～３００人 36.2 52.2 10.1 1.4 0.0 10.62
製造業　計 43.8 43.8 11.0 1.5 0.0 9.73

　　食料品 55.8 20.9 18.6 4.7 0.0 10.12
　　 維 業 53.4 31.0 13.8 1.7 0.0 8.88

　　 材・ 製品 40.0 53.3 6.7 0.0 0.0 9.13
　　  ・同関連 50.0 35.0 10.0 5.0 0.0 9.88
　　 業・  35.2 59.3 5.6 0.0 0.0 9.94
　　化学 業 29.4 52.9 17.6 0.0 0.0 10.88

　　金属、同製品 42.3 46.2 10.6 1.0 0.0 9.76
　　    35.3 52.9 11.8 0.0 0.0 9.94
　　 の 40.9 52.3 6.8 0.0 0.0 9.59

 製造業　計 53.8 36.4 6.6 2.3 1.0 9.11
　　情報通信業 43.8 56.3 0.0 0.0 0.0 10.63

　　運輸業 60.5 28.9 10.5 0.0 0.0 9.08
　　建設業 47.1 40.2 7.8 3.9 1.0 9.61

　　　卸売業 54.8 33.3 7.1 2.4 2.4 9.12
　　　小売業 68.3 24.4 4.9 2.4 0.0 7.66

　　サービス業 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 8.50
令和５年（愛知県） 48.0 40.6 9.1 1.8 0.4 9.46
令和４年（愛知県） 6.8 48.6 36.1 7.0 1.5 8.81
令和３年（愛知県） 9.8 56.9 27.4 4.1 1.7 7.96
令和２年（愛知県） 12.4 47.8 32.0 6.7 1.1 8.39
令和元年（愛知県） 23.4 46.0 25.0 4.0 1.6 7.33

 ※データをミニグラフにて表示 

●年次有給休暇の平均取得日数（従業員１人当たり）
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年次有給休暇の平均取得率 

 

● 愛知県の年次有給休暇の平均取得率の５年間の推移をみると、増加傾向にある。 

 

 従業員の年次有給休暇の平均取得率は、愛知県全体では「６２．３８％」となっている。 

愛知県の年次有給休暇の平均取得率の５年間の推移をみると、令和５年は増加している。 

規模別では、「１００～３００人」（６３．５４％）が最も多く、次いで「１～９人」（６３．５

１％）、「３０～９９人」（６２．０２％）、「１０～２９人」（６１．３３％）の順となってい

る。 

業種別では、製造業計（６３．４１％）、 製造業計（６１．００％）となっている。 

 
【図表  1８】 

【図表  1９】 

     
               

     

 

  

  

  

  

   

（％）年次有給休暇の平均取得率（５年間の推移）

令和５年（愛知県） 令和４年（愛知県） 令和３年（愛知県）
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全国 0.5 1.9 6.5 19.8 34.5 36.7 61.91
愛知県 0.1 1.0 5.5 17.4 40.9 35.2 62.38

　１～９人 0.0 1.0 6.3 11.6 45.4 35.7 63.51
　１０～２９人 0.4 1.8 5.3 22.1 38.1 32.3 61.33
　３０～９９人 0.0 0.5 5.7 19.3 35.8 38.7 62.02

　１００～３００人 0.0 0.0 2.9 13.0 52.2 31.9 63.54
製造業　計 0.0 0.7 5.9 14.9 41.1 37.4 63.41

　　食料品 0.0 0.0 4.7 9.3 27.9 58.1 71.49
　　 維 業 0.0 3.4 13.8 17.2 36.2 29.3 56.66

　　 材・ 製品 0.0 0.0 20.0 13.3 60.0 6.7 47.23
　　  ・同関連 0.0 0.0 5.0 27.5 35.0 32.5 61.29
　　 業・  0.0 0.0 5.6 13.0 48.1 33.3 62.66
　　化学 業 0.0 0.0 0.0 11.8 35.3 52.9 70.65

　　金属、同製品 0.0 1.0 1.9 14.4 44.2 38.5 66.22
　　    0.0 0.0 5.9 14.7 38.2 41.2 63.21
　　 の 0.0 0.0 4.5 11.4 47.7 36.4 63.52

 製造業　計 0.3 1.3 4.9 20.7 40.7 32.1 61.00
　　情報通信業 0.0 0.0 0.0 18.8 31.3 50.0 67.71

　　運輸業 0.0 2.6 10.5 28.9 31.6 26.3 55.14
　　建設業 1.0 0.0 3.9 18.6 39.2 37.3 64.37

　　　卸売業 0.0 3.6 4.8 26.2 36.9 28.6 58.42
　　　小売業 0.0 0.0 2.4 9.8 65.9 22.0 59.24

　　サービス業 0.0 0.0 8.3 16.7 37.5 37.5 63.45
令和５年（愛知県） 0.1 1.0 5.5 17.4 40.9 35.2 62.38
令和４年（愛知県） 0.1 1.0 5.5 17.4 40.9 35.2 56.54
令和３年（愛知県） 1.7 2.7 8.3 25.6 35.3 26.4 55.75
令和２年（愛知県） 0.9 2 7.3 23.5 36.9 29.3 58.63
令和元年（愛知県） 1.2 9.2 13.5 22 27.2 26.8 53.17

 ※データをミニグラフにて表示 
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５．販売価格への転嫁 

販売・受注価格への転嫁状況 

 

● 原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況は、愛知県では「価格の引上げ

（転嫁）を実現した」（４９．５％）が最も多くなっている。 

 

 原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況は、愛知県全体では「価格の引上げ

（転嫁）を実現した」（４９．５％）が最も多く、次いで「価格引上げの交渉中」（２４．７％）の

順となっている。 

 規模別では、どの規模も「価格の引上げ（転嫁）を実現した」が最も多く、次いで「価格引上げの

交渉中」の順となっている。 

業種別では、製造業計・ 製造業計ともに「価格の引上げ（転嫁）を実現した」が最も多く、次い

で「価格引上げの交渉中」の順となっている。 

 

 
【図表  ２０】 
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全国 49.5 19.7 7.0 0.4 9.7 4.0 8.2 1.5
愛知県 49.5 24.7 5.8 0.3 7.0 3.8 7.7 1.3

　１～９人 49.6 17.2 5.2 0.0 6.5 5.6 15.1 0.9
　１０～２９人 50.2 26.2 7.1 0.0 6.2 2.7 6.2 1.3
　３０～９９人 48.6 28.7 6.0 0.9 8.3 3.2 2.3 1.9

　１００～３００人 49.3 31.9 2.9 0.0 7.2 2.9 4.3 1.4
製造業　計 55.8 25.8 4.1 0.0 4.8 3.1 5.3 1.2

　　食料品 62.2 24.4 2.2 0.0 2.2 4.4 4.4 0.0
　　 維 業 54.0 22.2 6.3 0.0 3.2 1.6 11.1 1.6

　　 材・ 製品 43.8 18.8 6.3 0.0 12.5 12.5 0.0 6.3
　　  ・同関連 60.0 25.0 0.0 0.0 7.5 2.5 2.5 2.5
　　 業・  65.5 27.3 1.8 0.0 1.8 0.0 3.6 0.0
　　化学 業 41.2 23.5 29.4 0.0 5.9 0.0 0.0 0.0

　　金属、同製品 50.0 31.7 3.8 0.0 1.9 4.8 6.7 1.0
　　    34.3 37.1 0.0 0.0 17.1 5.7 2.9 2.9
　　 の 77.3 11.4 2.3 0.0 4.5 0.0 4.5 0.0

 製造業　計 41.2 23.2 8.0 0.6 9.9 4.6 10.8 1.5
　　情報通信業 35.3 17.6 5.9 0.0 29.4 0.0 11.8 0.0
　　運輸業 29.7 35.1 13.5 0.0 8.1 5.4 2.7 5.4
　　建設業 33.0 33.0 10.7 1.0 7.8 5.8 7.8 1.0

　　　卸売業 56.7 18.9 3.3 1.1 10.0 2.2 5.6 2.2
　　　小売業 48.1 1.9 3.8 0.0 9.6 5.8 30.8 0.0
　　サービス業 25.0 29.2 16.7 0.0 8.3 8.3 12.5 0.0

 ※データをミニグラフにて表示 
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転嫁の内容 

 

● 原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の内容は、愛知県では「原材料分の転嫁を

行った（行う予定）」（７８．２％）が最も多くなっている。 

 

 原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の内容は、愛知県全体では「原材料分の転嫁を

行った（行う予定）」（７８．２％）が最も多く、次いで「人件費引上げ分の転嫁を行った（行う予

定）」（３１．０％）、「利益確保分の転嫁を行った（行う予定）」（２６．６％）の順となってい

る。 

規模別では、どの規模も「原材料分の転嫁を行った（行う予定）」が最も多く、次いで「１～９

人」では「利益確保分の転嫁を行った（行う予定）」（３１．５％）、「１０～２９人」「３０～９

９人」「１００～３００人」では「人件費引上げ分の転嫁を行った（行う予定）」の順となってい

る。 

業種別では、製造業計・ 製造業計ともに「原材料分の転嫁を行った（行う予定）」が最も多く、

次いで「人件費引上げ分の転嫁を行った（行う予定）」の順となっている。 

 

 
【図表  ２１】 
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全国 77.4 30.8 25.1 2.4
愛知県 78.2 31.0 26.6 2.6

　１～９人 75.2 28.5 31.5 3.0
　１０～２９人 81.0 33.7 22.8 2.2
　３０～９９人 77.5 31.8 27.7 1.7

　１００～３００人 80.4 26.8 21.4 5.4
製造業　計 85.4 25.6 25.4 2.8

　　食料品 87.5 20.0 27.5 2.5
　　 維 業 81.1 30.2 20.8 3.8

　　 材・ 製品 90.0 20.0 30.0 0.0
　　  ・同関連 85.3 23.5 32.4 0.0
　　 業・  97.9 31.3 22.9 0.0
　　化学 業 85.7 7.1 14.3 7.1

　　金属、同製品 83.1 29.2 21.3 5.6
　　    76.9 23.1 38.5 0.0
　　 の 82.9 22.0 29.3 2.4

 製造業　計 66.8 39.5 28.7 2.2
　　情報通信業 11.1 66.7 33.3 0.0

　　運輸業 62.5 66.7 33.3 0.0
　　建設業 70.5 51.3 24.4 3.8
　　　卸売業 68.6 17.1 31.4 2.9
　　　小売業 79.3 13.8 37.9 0.0

　　サービス業 53.8 76.9 7.7 0.0

 ※データをミニグラフにて表示 
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価格転嫁率 

 

● 価格転嫁率は、愛知県では「１０％未満」（４２．１％）が最も多くなっている。 

 

 価格転嫁率は、愛知県全体では「１０％未満」（４２．１％）が最も多く、次いで「１０～３０％

未満」（４１．１％）の順となっている。 

 規模別では、「１～9人」は「１０～３０％未満」（５３．８％）が最も多く、「１０～２9人」

「３0～９9人」「１００～３００人」では、「１０％未満」が最も多くなっている。 

業種別では、製造業計で「１０～３０％未満」（４0．3％）が最も多く、 製造業計では、「１

０％未満」（４6．9％）が最も多くなっている。 

 

 

【図表  ２２】 
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全国 42.3 41.5 4.3 4.1 6.5 1.3
愛知県 42.1 41.1 4.1 4.4 7.3 1.0

　１～９人 39.2 53.8 1.4 2.8 2.8 0.0
　１０～２９人 42.6 41.9 5.4 3.4 5.4 1.4
　３０～９９人 41.8 32.9 4.8 6.8 12.3 1.4

　１００～３００人 51.1 24.4 6.7 4.4 11.1 2.2
製造業　計 39.0 40.3 3.8 6.6 9.0 1.4

　　食料品 64.7 20.6 2.9 2.9 8.8 0.0
　　 維 業 39.5 47.4 0.0 7.9 5.3 0.0

　　 材・ 製品 85.7 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0
　　  ・同関連 40.0 44.0 4.0 8.0 4.0 0.0
　　 業・  30.4 50.0 6.5 2.2 10.9 0.0
　　化学 業 50.0 14.3 0.0 14.3 7.1 14.3

　　金属、同製品 29.6 42.3 5.6 9.9 11.3 1.4
　　    52.9 29.4 11.8 0.0 5.9 0.0
　　 の 23.7 52.6 0.0 7.9 13.2 2.6

 製造業　計 46.9 42.2 4.7 1.0 4.7 0.5
　　情報通信業 87.5 12.5 0.0 0.0 0.0 0.0

　　運輸業 73.7 10.5 10.5 5.3 0.0 0.0
　　建設業 36.7 60.0 3.3 0.0 0.0 0.0

　　　卸売業 35.9 40.6 7.8 1.6 12.5 1.6
　　　小売業 58.6 37.9 0.0 0.0 3.4 0.0

　　サービス業 58.3 41.7 0.0 0.0 0.0 0.0

 ※データをミニグラフにて表示 
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６．新規学卒者の採用 

令和5年度新規学卒者の採用計画 

 

● 令和５年３月の新規学卒者の採用計画は、愛知県では「採用計画を行わなかった」（７２．

０％）が最も多くなっている。 

 

 令和５年３月新規学卒者の採用計画は、愛知県全体では「採用計画を行わなかった」（７２．

０％）が最も多く、次いで「採用計画をし、実際に採用した」（１７．９％）の順となっている。 

 規模別では、「１～9人」「１０～２9人」「３０～９9人」で、「採用計画を行わなかった」が

最も多く、「１００～３００人」では、「採用計画をし、実際に採用した」（５２．９％）が最も多

くなっている。 

業種別では、製造業計・ 製造業計ともに「採用計画を行わなかった」が最も多く、次いで「採用

計画をし、実際に採用した」の順となっている。 

 

 

【図表  ２３】 

 

 

 

 

(%)
採
用
計
画
を
し
、

実

際
に
採
用
し
た

採
用
計
画
を
し
た

が
、

採
用
し
な
か
っ

た 採
用
計
画
を
行
わ
な

か
っ

た

全国 15.4 11.9 72.7
愛知県 17.9 10.1 72.0

　１～９人 1.3 6.4 92.3
　１０～２９人 10.1 7.0 82.8
　３０～９９人 33.0 14.9 52.1

　１００～３００人 52.9 17.6 29.4
製造業　計 17.6 9.2 73.2

　　食料品 11.1 8.9 80.0
　　 維 業 3.2 0.0 96.8

　　 材・ 製品 25.0 0.0 75.0
　　  ・同関連 17.5 2.5 80.0
　　 業・  16.4 10.9 72.7
　　化学 業 31.3 12.5 56.3

　　金属、同製品 17.5 17.5 65.0
　　    35.3 14.7 50.0
　　 の 25.6 4.7 69.8

 製造業　計 18.2 11.2 70.6
　　情報通信業 76.5 0.0 23.5

　　運輸業 10.3 5.1 84.6
　　建設業 21.9 22.9 55.2

　　　卸売業 18.7 9.9 71.4
　　　小売業 1.9 1.9 96.2

　　サービス業 8.0 4.0 88.0

 ※データをミニグラフにて表示 

●新規学卒者の採用計画
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新規学卒者の初任給（加重平均） 

 

● 愛知県の新規学卒者の初任給（加重平均）は、下記の通りとなっている。 

 

〔高校卒者の初任給（加重平均）〕  

技術系は「184,725円」（前年192,066円）で、 

事務系は「180,355円」（前年179,890円）となっている。 

 

〔専門学校卒者の初任給（加重平均）〕  

技術系は「202,500円」（前年201,643円）で、 

事務系は「199,355円」（前年186,350円）となっている。 

 

〔短大卒者（含高専）の初任給（加重平均）〕  

技術系は「183,700円」（前年190,500円）で、 

事務系は「191,973円」（前年 記載なし）となっている。  

 

〔大学卒者の初任給（加重平均）〕  

技術系は「222,056円」（前年205,724円）で、 

事務系は「210,713円」（前年213,294円）となっている。 

 

 

 

【図表  ２４】 

 

●新規学卒者の初任給（加重平均）  円 

技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系
176,247 171,167 188,818 186,824 186,816 183,778 208,040 205,510

愛知県　計 184,725 180,355 202,500 199,355 183,700 191,973 222,056 210,713
　１～９人 225,000 205,000
　１０～２９人 196,585 203,500 201,200 177,000 205,429 194,333
　３０～９９人 184,386 181,928 203,106 195,688 190,400 195,250 227,999 214,532
　１００～３００人 180,745 179,750 198,078 185,420 220,154 209,094
　製造業　計 179,930 176,885 202,826 181,500 190,400 188,960 213,593 205,997
　　食料品 177,995 169,750 235,763 202,135 206,502
　　 維 業 218,000
　　 材・ 製品 184,265 198,691 192,500 210,000 221,355
　　  ・同関連 181,933 255,000 186,782
　　 業・  175,600 190,400 201,400 200,000
　　化学 業 176,000 170,000 215,805
　　金属、同製品 179,113 175,000 186,667 213,364 206,500
　　    176,412 176,744 183,000 185,420 211,793 203,678
　　 の 187,318 180,400 192,167 181,500 280,000 206,540
　 製造業　計 200,935 192,500 202,204 201,140 177,000 198,000 227,914 214,850
　　情報通信業 191,067 190,857 200,300 177,000 209,353 202,333
　　運輸業 188,200 234,235 236,610
　　建設業 201,813 225,000 204,500 222,455 213,333
　　　卸売業 192,500 185,000 198,000 264,965 212,010
　　　小売業 229,225 244,012
　　サービス業 233,000 224,800

大学卒短大卒（含高専）専門学校卒

 
製
造
業

製
造
業

全
体

高校卒

　全国

規模別・業種別
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７．中途採用 

中途採用の募集 

 

● 令和４年度に中途採用の募集を行い、令和５年７月１日現在までに採用を行ったかの採用計画

は、愛知県では「採用募集をし、実際に採用した」（４５．２％）が最も多くなっている。 

 

 令和４年度に中途採用の募集を行い、令和５年７月１日現在までに採用を行ったかの採用計画は、

愛知県全体では「採用募集をし、実際に採用した」（４５．２％）が最も多く、次いで「採用募集を

行わなかった」（４１．８％）となっている。 

 規模別では、「１～9人」で「採用募集を行わなかった」（７５．５％）が最も多く、「１０～２

9人」「３０～９9人」「１００～３００人」では、「採用募集をし、実際に採用した」が最も多く

なっている。 

業種別では、製造業計・ 製造業計ともに「採用募集をし、実際に採用した」が最も多くなってい

る。 

 

 

【図表  ２５】 
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全国 47.9 13.0 39.2
愛知県 45.2 12.9 41.8

　１～９人 13.3 11.2 75.5
　１０～２９人 42.0 18.8 39.3
　３０～９９人 72.0 10.0 18.0

　１００～３００人 83.3 9.1 7.6
製造業　計 44.7 11.7 43.5

　　食料品 40.9 11.4 47.7
　　 維 業 25.8 3.2 71.0

　　 材・ 製品 26.7 13.3 60.0
　　  ・同関連 46.2 15.4 38.5
　　 業・  45.3 11.3 43.4
　　化学 業 52.9 11.8 35.3

　　金属、同製品 49.0 15.7 35.3
　　    52.9 17.6 29.4
　　 の 60.5 7.0 32.6

 製造業　計 45.8 14.5 39.7
　　情報通信業 31.3 37.5 31.3

　　運輸業 86.5 2.7 10.8
　　建設業 40.8 23.3 35.9

　　　卸売業 52.7 11.0 36.3
　　　小売業 11.3 5.7 83.0

　　サービス業 64.0 12.0 24.0

 ※データをミニグラフにて表示 

●中途採用者の採用計画
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中途採用の結果 

 

● 中途採用者の採用充足状況（充足率）は、愛知県では７６．１％となっている。 

 

 中途採用者の採用充足状況（充足率）は、愛知県全体では（７６．１％）となっている。 

規模別では、「１～9人」（５０．６％）、「１０～２9人」（６６．３％）、「３０～９9人」

（７６．４％）、「１００～３００人」（８５．５％）となっている。 

業種別では、製造業計（７４．１％）、 製造業計（７７．９％）となっている。 

 

 
【図表  ２６】 
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全国 37,346 28,766 77.0 2.86
愛知県 1,491 1,134 76.1 2.74

　１～９人 83 42 50.6 0.79
　１０～２９人 282 187 66.3 1.44
　３０～９９人 631 482 76.4 2.82

　１００～３００人 495 423 85.5 7.05
製造業　計 734 544 74.1 2.42

　　食料品 78 58 74.4 2.52
　　 維 業 51 43 84.3 2.39

　　 材・ 製品 10 5 50.0 0.83
　　  ・同関連 51 38 74.5 1.65
　　 業・  94 60 63.8 2.00
　　化学 業 70 60 85.7 5.45

　　金属、同製品 165 123 74.5 2.02
　　    85 50 58.8 2.08
　　 の 130 107 82.3 3.69

 製造業　計 757 590 77.9 3.12
　　情報通信業 32 17 53.1 1.55
　　運輸業 187 155 82.9 4.70
　　建設業 158 96 60.8 1.52
　　　卸売業 248 209 84.3 3.80
　　　小売業 15 11 73.3 1.38
　　サービス業 117 102 87.2 5.37

 ※データをミニグラフにて表示 

●中途採用者の採用充足状
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中途採用の年齢層 

 

● 愛知県の中途採用の年齢層は、「２５～３４歳」（５４．７％）が最も多くなっている。 

 

 中途採用を行った従業員の年齢層について、愛知県全体では「２５～３４歳」（５４．７％）が最

も多く、次いで「４５～５５歳」（４２．６％）、「３５～４４歳」（４２．０％）の順となってい

る。 

規模別では、「１～9人」「３０～９9人」「１００～３００人」で、「２５～３４歳」が最も多

く、「１０～２9人」では「３５～４４歳」（３７．２％）が最も多くなっている。 

業種別では、製造業計・ 製造業計ともに「２５～３４歳」が最も多く、「25歳未満」で最も多

かった事業所は、「情報通信業」（６０．０％）で、また反対に「４５～５５歳」が最も多かった事

業所は、「 業・  」（４７．８％）、「運輸業」（７５．０％）、「卸売業」（５８．３％）

（「２５～３４歳」も同数）となっている。   

 

 

【図表  2７】 
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全国 29.0 48.7 45.0 40.6 12.4 15.2
愛知県 23.6 54.7 42.0 42.6 10.0 14.2

　１～９人 9.4 40.6 18.8 25.0 6.3 12.5
　１０～２９人 26.6 35.1 37.2 34.0 8.5 11.7
　３０～９９人 19.3 59.3 44.7 47.3 8.7 12.7

　１００～３００人 38.2 83.6 56.4 54.5 18.2 23.6
製造業　計 24.0 56.3 42.6 36.6 9.8 12.0

　　食料品 22.2 44.4 66.7 27.8 11.1 22.2
　　 維 業 25.0 62.5 25.0 43.8 18.8 18.8

　　 材・ 製品 0.0 75.0 0.0 50.0 0.0 0.0
　　  ・同関連 5.6 55.6 38.9 22.2 5.6 5.6
　　 業・  4.3 39.1 34.8 47.8 17.4 17.4
　　化学 業 55.6 88.9 44.4 33.3 0.0 0.0

　　金属、同製品 30.0 56.0 44.0 32.0 8.0 12.0
　　    33.3 61.1 38.9 33.3 5.6 11.1
　　 の 29.6 59.3 51.9 48.1 11.1 7.4

 製造業　計 23.0 52.7 41.2 50.0 10.1 16.9
　　情報通信業 60.0 40.0 20.0 40.0 0.0 20.0

　　運輸業 15.6 53.1 50.0 75.0 18.8 15.6
　　建設業 29.3 46.3 31.7 34.1 4.9 4.9

　　　卸売業 22.9 58.3 45.8 58.3 10.4 22.9
　　　小売業 0.0 66.7 16.7 16.7 0.0 16.7

　　サービス業 18.8 50.0 50.0 31.3 12.5 31.3
 ※データをミニグラフにて表示 

●中途採用を行った従業員の年齢層（ 数回答）
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８．パートタイマー 

採用理由 

 

● パートタイマーを採用した理由について、愛知県では「人手が集めやすいため」（３３．

１％）が最も多くなっている。 

 

 パートタイマーを採用した理由について、愛知県全体では「人手が集めやすいため」（３３．

１％）が最も多く、次いで「正規従業員の確保が困 なため」（２９．９％）の順となっている。 

規模別では、「１～9人」で「正規従業員の確保が困 なため」（３１．６％）、「１０～２9

人」で「人手が集めやすいため」「正規従業員の確保が困 なため」（３４．２％）、「３０～９9

人」で「人手が集めやすいため」（３６．２％）、「１００～３００人」では「人件費が割安なた

め」（４６．７％）が最も多くなっている。 

業種別では、製造業計・ 製造業計ともに「人手が集めやすいため」が最も多く、次いで「正規従

業員の確保が困 なため」の順となっている。 

 

 

【図表  2８】 
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全国 31.9 26.9 29.8 18.5 23.2 13.1
愛知県 33.1 29.1 29.9 19.5 24.6 9.6

　１～９人 28.1 25.4 31.6 27.2 22.8 6.1
　１０～２９人 34.2 23.2 34.2 15.5 25.2 9.0
　３０～９９人 36.2 30.7 27.6 17.2 25.2 11.7

　１００～３００人 31.7 46.7 21.7 21.7 25.0 11.7
製造業　計 33.1 30.1 30.8 18.7 25.1 8.7

　　食料品 40.0 33.3 35.6 28.9 22.2 0.0
　　 維 業 40.4 29.8 27.7 25.5 25.5 4.3

　　 材・ 製品 28.6 71.4 14.3 42.9 14.3 0.0
　　  ・同関連 26.9 46.2 23.1 30.8 19.2 7.7
　　 業・  38.5 19.2 23.1 19.2 38.5 3.8
　　化学 業 33.3 53.3 40.0 0.0 0.0 6.7

　　金属、同製品 27.5 17.4 30.4 5.8 36.2 15.9
　　    17.9 35.7 21.4 10.7 14.3 17.9
　　 の 38.9 25.0 47.2 22.2 22.2 11.1

 製造業　計 33.2 27.5 28.5 20.7 23.8 10.9
　　情報通信業 28.6 14.3 28.6 14.3 0.0 42.9

　　運輸業 33.3 8.3 16.7 8.3 41.7 16.7
　　建設業 32.6 20.9 27.9 16.3 18.6 14.0

　　　卸売業 29.7 37.8 25.7 21.6 27.0 9.5
　　　小売業 42.3 34.6 50.0 30.8 11.5 3.8

　　サービス業 36.8 21.1 26.3 31.6 26.3 0.0
 ※データをミニグラフにて表示 

●パートタイマーを採用した理由（ 数回答）



- 29 - 

 

正規従業員とパートタイマーの職務 

 

● 正規従業員とパートタイマーの職務について、愛知県では「正規従業員と職務が同じパートタ

イマーはいない」（６６．１％）が最も多くなっている。 

 

正規従業員とパートタイマーの職務について、愛知県全体では「正規従業員と職務が同じパートタ

イマーはいない」（６６．１％）が最も多くなっている。 

規模別では、どの規模も「正規従業員と職務が同じパートタイマーはいない」が最も多くなってい

る。 

業種別では、製造業計・ 製造業計ともに「正規従業員と職務が同じパートタイマーはいない」が

最も多くなっている。 

 

 
【図表  2９】 
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全国 37.7 62.3
愛知県 33.9 66.1

　１～９人 29.6 70.4
　１０～２９人 34.9 65.1
　３０～９９人 37.6 62.4

　１００～３００人 29.5 70.5
製造業　計 37.3 62.7

　　食料品 34.1 65.9
　　 維 業 26.7 73.3

　　 材・ 製品 28.6 71.4
　　  ・同関連 48.0 52.0
　　 業・  65.5 34.5
　　化学 業 14.3 85.7

　　金属、同製品 38.8 61.2
　　    28.6 71.4
　　 の 38.9 61.1

 製造業　計 28.8 71.2
　　情報通信業 42.9 57.1
　　運輸業 20.0 80.0
　　建設業 36.4 63.6
　　　卸売業 25.0 75.0
　　　小売業 34.6 65.4
　　サービス業 25.0 75.0

 ※データをミニグラフにて表示 

●正規従業員とパートタイマーの職務        
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正規従業員と比較した１時間当たりの平均賃金差 

 

● 正規従業員と比較した場合の1時間当たりの平均賃金差について、愛知県では「正規従業員の

8割以上」（３４．５％）が最も多くなっている。 

 

正規従業員と比較した場合の1時間当たりの平均賃金差について、愛知県全体では「正規従業員

の8割以上」（３４．５％）が最も多く、次いで「正規従業員と同じ」（２８．５％）の順となっ

ている。 

規模別では、「１～9人」「１０～２9人」で「正規従業員と同じ」が最も多く、「３０～９9

人」「１００～３００人」では、「正規従業員の8割以上」が最も多くなっている。 

業種別では、製造業計では「正規従業員の8割以上」（３４．９％）が最も多く、次いで「正規

従業員の６割以上～8割未満」「正規従業員と同じ」（２９．４％）の順となっている。 製造業計

では「正規従業員の8割以上」（３３．９％）が最も多く、次いで「正規従業員と同じ」（２６．

８％）の順となっている。 

 

 

【図表  ３０】 
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全国 7.1 27.5 31.3 30.1 4.0
愛知県 7.9 27.9 34.5 28.5 1.2

　１～９人 8.8 29.4 20.6 41.2 0.0
　１０～２９人 3.8 20.8 35.8 37.7 1.9
　３０～９９人 13.3 30.0 38.3 16.7 1.7

　１００～３００人 0.0 38.9 44.4 16.7 0.0
製造業　計 5.5 29.4 34.9 29.4 0.9

　　食料品 0.0 46.7 13.3 40.0 0.0
　　 維 業 0.0 25.0 41.7 33.3 0.0

　　 材・ 製品 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0
　　  ・同関連 16.7 25.0 33.3 25.0 0.0
　　 業・  0.0 22.2 33.3 44.4 0.0
　　化学 業 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0

　　金属、同製品 7.7 26.9 38.5 26.9 0.0
　　    12.5 37.5 37.5 12.5 0.0
　　 の 7.1 14.3 50.0 21.4 7.1

 製造業　計 12.5 25.0 33.9 26.8 1.8
　　情報通信業 33.3 0.0 0.0 66.7 0.0
　　運輸業 0.0 40.0 40.0 20.0 0.0
　　建設業 12.5 6.3 31.3 50.0 0.0

　　　卸売業 21.1 36.8 26.3 15.8 0.0
　　　小売業 0.0 25.0 50.0 12.5 12.5
　　サービス業 0.0 40.0 60.0 0.0 0.0

 ※データをミニグラフにて表示 

●正規従業員との平均賃金の差
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パートタイマーの待遇改善 

 

● パートタイマーに対する待遇改善のために実施している方策について、愛知県では「賞与の支

給」（３９．７％）が最も多くなっている。 

 

パートタイマーに対する待遇改善のために実施している方策について、愛知県全体では「賞与の支

給」（３９．７％）が最も多く、次いで「定期昇給の実施」（３４．８％）の順となっている。 

規模別では、「１～9人」「１０～２9人」「１００～３００人」で「賞与の支給」が最も多く、

「３０～９9人」では「定期昇給の実施」（３８．５％）が最も多くなっている。 

業種別では、製造業計・ 製造業計ともに「賞与の支給」が最も多く、次いで「定期昇給の実施」

の順となっている。 

 

 

【図表  ３１】 
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全国 35.9 28.7 44.1 7.0 6.2 24.0 25.3 13.3 11.4 8.5 17.4 2.2
愛知県 34.8 25.1 39.7 4.9 6.4 21.2 22.8 16.0 10.7 8.4 19.1 1.2

　１～９人 27.9 22.5 38.7 6.3 4.5 6.3 15.3 9.9 6.3 2.7 27.9 0.9
　１０～２９人 34.2 27.0 39.5 4.6 6.6 14.5 12.5 7.2 5.3 2.0 20.4 1.3
　３０～９９人 38.5 24.8 36.0 4.3 6.8 26.7 30.4 19.3 13.7 9.3 16.8 0.6

　１００～３００人 38.7 25.8 51.6 4.8 8.1 50.0 41.9 40.3 24.2 32.3 6.5 3.2
製造業　計 37.8 25.3 45.3 5.1 6.4 23.0 23.3 16.9 12.2 8.1 16.6 1.0

　　食料品 44.4 22.2 35.6 6.7 2.2 33.3 17.8 13.3 17.8 4.4 13.3 0.0
　　 維 業 33.3 31.3 52.1 4.2 10.4 12.5 27.1 8.3 6.3 4.2 10.4 2.1

　　 材・ 製品 28.6 14.3 28.6 0.0 0.0 28.6 28.6 0.0 14.3 0.0 28.6 0.0
　　  ・同関連 43.5 21.7 52.2 0.0 4.3 30.4 17.4 30.4 21.7 13.0 8.7 0.0
　　 業・  31.0 24.1 51.7 10.3 0.0 20.7 27.6 10.3 10.3 6.9 24.1 0.0
　　化学 業 33.3 33.3 60.0 6.7 6.7 20.0 26.7 26.7 13.3 13.3 13.3 0.0

　　金属、同製品 31.8 25.8 42.4 4.5 6.1 22.7 27.3 19.7 9.1 12.1 22.7 1.5
　　    40.7 29.6 51.9 0.0 7.4 18.5 25.9 14.8 11.1 14.8 18.5 3.7
　　 の 50.0 19.4 36.1 8.3 13.9 25.0 13.9 25.0 13.9 2.8 13.9 0.0

 製造業　計 30.0 24.7 31.1 4.7 6.3 18.4 22.1 14.7 8.4 8.9 23.2 1.6
　　情報通信業 50.0 33.3 16.7 16.7 16.7 16.7 16.7 16.7 16.7 0.0 33.3 16.7
　　運輸業 25.0 25.0 29.2 8.3 4.2 25.0 16.7 12.5 12.5 12.5 20.8 0.0
　　建設業 38.1 23.8 45.2 7.1 4.8 16.7 19.0 21.4 9.5 7.1 19.0 4.8
　　　卸売業 22.7 22.7 29.3 0.0 4.0 20.0 30.7 14.7 4.0 10.7 24.0 0.0
　　　小売業 40.0 24.0 24.0 12.0 8.0 16.0 4.0 8.0 8.0 4.0 28.0 0.0

　　サービス業 27.8 33.3 22.2 0.0 16.7 11.1 27.8 11.1 16.7 11.1 22.2 0.0
 ※データをミニグラフにて表示 

●待遇改善のために実施している方策（ 数回答）
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パートタイマーの就業調整 

 

● 雇用しているパートタイマーの就業調整の状況について、愛知県では「就業調整をしていな

い」（５３．３％）が最も多くなっている。 

 

 雇用しているパートタイマーの就業調整の状況について、愛知県全体では「就業調整をしていな

い」（５３．３％）が最も多くなっている。 

規模別では、「１～9人」「１０～２9人」「１００～３００人」で「就業調整をしていない」が

最も多く、「３０～９9人」では「就業調整をしている」（４９．１％）が最も多くなっている。 

業種別では、製造業計・ 製造業計ともに「就業調整をしていない」が５０％以上と最も多くなっ

ている。 

 

 

【図表  ３２】 
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全国 36.1 57.0 6.9
愛知県 38.4 53.3 8.4

　１～９人 34.5 55.8 9.7
　１０～２９人 29.6 61.8 8.6
　３０～９９人 49.1 41.7 9.2

　１００～３００人 38.7 58.1 3.2
製造業　計 39.8 51.2 9.0

　　食料品 53.3 42.2 4.4
　　 維 業 31.3 60.4 8.3

　　 材・ 製品 42.9 57.1 0.0
　　  ・同関連 60.9 30.4 8.7
　　 業・  51.7 34.5 13.8
　　化学 業 40.0 60.0 0.0

　　金属、同製品 17.4 68.1 14.5
　　    37.0 51.9 11.1
　　 の 55.6 38.9 5.6

 製造業　計 36.1 56.5 7.3
　　情報通信業 60.0 40.0 0.0

　　運輸業 25.0 75.0 0.0
　　建設業 29.5 65.9 4.5

　　　卸売業 41.3 49.3 9.3
　　　小売業 28.0 60.0 12.0
　　サービス業 50.0 38.9 11.1

 ※データをミニグラフにて表示 

●パートタイマーの就業調整の状況
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パートタイマーの就業調整の理由 

 

● パートタイマーが就業調整をした理由について、愛知県では「年収が103万円を超えると所得

税が発生するため」（６３．０％）が最も多くなっている。 

 

 パートタイマーが就業調整をした理由について、愛知県全体では「年収が103万円を超えると所

得税が発生するため」（６３．０％）が最も多く、次いで「年収が130万円を超えると社会保険料

が発生するため」（４０．８％）の順となっている。 

規模別では、どの規模も「年収が103万円を超えると所得税が発生するため」が最も多く、次い

で「１～9人」「１０～２9人」「３０～９9人」で、「年収が130万円を超えると社会保険料が

発生するため」、「１００～３００人」では「年収が106万円を超えると企業規模により社会保険

料が発生するため」（５２．２％）の順となっている。 

業種別では、製造業計・ 製造業計ともに「年収が103万円を超えると所得税が発生するため」

が最も多く、次いで「年収が130万円を超えると社会保険料が発生するため」の順となっている。 

 

 

【図表  ３３】 
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全国 49.2 15.3 47.4 14.8 26.7 8.7
愛知県 63.0 18.5 40.8 12.0 31.0 7.1

　１～９人 70.3 13.5 29.7 21.6 24.3 13.5
　１０～２９人 57.8 11.1 35.6 11.1 28.9 2.2
　３０～９９人 60.8 15.2 46.8 8.9 32.9 8.9

　１００～３００人 69.6 52.2 47.8 8.7 39.1 0.0
製造業　計 59.3 17.8 43.2 13.6 34.7 5.9

　　食料品 79.2 29.2 54.2 16.7 29.2 8.3
　　 維 業 40.0 6.7 33.3 26.7 20.0 6.7

　　 材・ 製品 66.7 0.0 66.7 0.0 33.3 0.0
　　  ・同関連 69.2 7.7 30.8 15.4 38.5 0.0
　　 業・  60.0 13.3 53.3 20.0 53.3 6.7
　　化学 業 50.0 33.3 50.0 0.0 16.7 0.0

　　金属、同製品 41.7 16.7 16.7 8.3 41.7 16.7
　　    50.0 10.0 40.0 0.0 20.0 10.0
　　 の 60.0 25.0 50.0 10.0 45.0 0.0

 製造業　計 69.7 19.7 36.4 9.1 24.2 9.1
　　情報通信業 33.3 0.0 33.3 0.0 0.0 33.3

　　運輸業 50.0 33.3 66.7 0.0 0.0 0.0
　　建設業 83.3 16.7 25.0 0.0 8.3 8.3

　　　卸売業 63.3 23.3 33.3 10.0 36.7 10.0
　　　小売業 85.7 0.0 14.3 0.0 14.3 14.3

　　サービス業 87.5 25.0 62.5 37.5 37.5 0.0
 ※データをミニグラフにて表示 

●パートタイマーが就業調整をした理由（ 数回答）
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９．賃金改定 

賃金改定実施状況 

 

● 賃金改定の実施状況について、愛知県では「引上げた」（５１．１％）が最も多くなってい

る。 

 

 令和５年１月1日から令和５年７月１日までの間に行った賃金改定の実施状況について、愛知県

全体では「引上げた」（５１．１％）が最も多く、次いで「未定」（２１．６％）、「７月以降引上

げる予定」（１５．６％）の順となっている。  

愛知県の５年間の推移を見ると、５年とも「引上げた」が最も多くなっている。 

 

規模別では、「１～9人」では「未定」（３７．０％）、「１０～２9人」「３０～９9人」「１

００～３００人」で、「引上げた」が最も多くなっている。 

業種別では、製造業計では「引上げた」（５２．３％）が最も多く、次いで「７月以降引上げる予

定」（１９．８％）の順となっている。 製造業計では「引上げた」（４９．７％）が最も多く、次

いで「未定」（２６．１％）の順となっている。 

 

 

【図表  3４】 
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【図表  ３５】 

 

【図表  ３６】 
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月
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る
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定 未
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全国 58.1 0.3 11.0 12.3 0.6 17.7
愛知県 51.1 0.0 11.2 15.6 0.4 21.6

　１～９人 29.8 0.0 21.7 11.1 0.4 37.0
　１０～２９人 52.0 0.0 9.2 17.9 0.4 20.5
　３０～９９人 65.3 0.0 4.6 18.1 0.5 11.6

　１００～３００人 76.8 0.0 2.9 15.9 0.0 4.3
製造業　計 52.3 0.0 9.3 19.8 0.5 18.1

　　食料品 55.6 0.0 11.1 17.8 0.0 15.6
　　 維 業 25.4 0.0 19.0 22.2 1.6 31.7

　　 材・ 製品 56.3 0.0 12.5 18.8 0.0 12.5
　　  ・同関連 37.5 0.0 7.5 30.0 0.0 25.0
　　 業・  61.8 0.0 7.3 18.2 1.8 10.9
　　化学 業 64.7 0.0 5.9 17.6 0.0 11.8

　　金属、同製品 54.8 0.0 9.6 17.3 0.0 18.3
　　    65.7 0.0 2.9 22.9 0.0 8.6
　　 の 65.9 0.0 2.3 15.9 0.0 15.9

 製造業　計 49.7 0.0 13.6 10.3 0.3 26.1
　　情報通信業 76.5 0.0 0.0 11.8 0.0 11.8
　　運輸業 48.7 0.0 17.9 5.1 0.0 28.2
　　建設業 53.3 0.0 9.5 14.3 0.0 22.9

　　　卸売業 53.8 0.0 12.1 8.8 1.1 24.2
　　　小売業 18.9 0.0 26.4 7.5 0.0 47.2
　　サービス業 68.0 0.0 12.0 12.0 0.0 8.0

令和５年（愛知県） 51.1 0.0 11.2 15.6 0.4 21.6
令和４年（愛知県） 51.7 0.4 14.4 11.1 1.2 21.2
令和３年（愛知県） 42.9 1.3 22.8 9.9 0.9 22.4
令和２年（愛知県） 40.8 0.7 18.8 8.5 1.1 30.1
令和元年（愛知県） 51.5 0.4 14.1 11.4 0.6 22.1

 ※データをミニグラフにて表示 

●賃金改定実施状況
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平均昇給（単純平均・加重平均） 

 

● 平均昇給について、愛知県では賃金改定を実施した事業所の平均昇給額（加重平均）は、 

７，６０９円となっている。 

 

 賃金改定（引上げ・引下げ・凍結）を実施した事業所について、愛知県全体の賃金昇給額・昇給率

をみると、加重平均では「改定後の賃金」（27５,９４８円）で「改定前の賃金」（２６８,３３９

円）より7,609円（昇給率２．８４％）多くなっている。 

 

 

【図表  ３７】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●平均昇給・相殺 （円）

事

業

所

数

改

定

前

の

賃

金

改

定

後

の

賃

金

昇

給

額

昇

給

率
（

％
）

対

象

者

数

改

定

前

の

賃

金

改

定

後

の

賃

金

昇

給

額

昇

給

率
（

％
）

9,995 252,894 261,988 9,095 3.60 274,342 255,784 264,341 8,557 3.35

愛知県　計 433 269,543 277,458 7,915 2.94 13,488 268,339 275,948 7,609 2.84

　１～９人 105 258,523 266,159 7,636 2.95 404 272,656 280,677 8,021 2.94

　１０～２９人 126 279,011 287,233 8,222 2.95 1,613 281,226 288,844 7,619 2.71

　３０～９９人 148 274,615 282,789 8,174 2.98 5,435 274,409 282,582 8,173 2.98

　１００～３００人 54 254,978 262,005 7,027 2.76 6,036 259,141 266,212 7,071 2.73

製造業　計 240 268,323 276,273 7,949 2.96 7,856 269,784 277,040 7,255 2.69

　　食料品 30 262,684 268,621 5,936 2.26 814 251,218 256,732 5,514 2.20

　　 維 業 22 259,351 267,109 7,758 2.99 190 286,891 296,570 9,678 3.37

　　 材・ 製品 11 293,340 301,632 8,292 2.83 203 272,800 280,787 7,987 2.93

　　  ・同関連 16 290,224 301,603 11,379 3.92 403 299,589 306,198 6,609 2.21

　　 業・  35 250,068 258,128 8,060 3.22 1,056 258,642 264,118 5,475 2.12

　　化学 業 12 279,027 286,308 7,280 2.61 748 279,945 286,514 6,570 2.35

　　金属、同製品 65 276,047 284,236 8,188 2.97 2,100 270,584 279,510 8,926 3.30

　　    22 268,627 276,484 7,857 2.92 1,196 274,662 282,365 7,702 2.80

　　 の 27 258,794 266,616 7,822 3.02 1,146 266,200 272,947 6,747 2.53

 製造業　計 193 271,060 278,932 7,872 2.90 5,632 266,323 274,425 8,103 3.04

　　情報通信業 13 253,275 259,650 6,374 2.52 357 257,199 264,661 7,461 2.90

　　運輸業 25 223,850 226,807 2,956 1.32 1,581 226,798 230,565 3,768 1.66

　　建設業 62 308,580 319,666 11,086 3.59 1,082 311,922 322,583 10,661 3.42

　　　卸売業 54 277,420 286,335 8,915 3.21 1,793 293,650 304,900 11,249 3.83

　　　小売業 20 213,348 216,461 3,113 1.46 156 225,329 229,010 3,681 1.63

　　サービス業 19 265,586 272,504 6,919 2.61 663 226,811 233,951 7,140 3.15
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賃金改定の内容 

 

● 賃金改定の内容について、愛知県では「定期昇給」（５９．６％）が最も多くなっている。 

 

 賃金改定の内容について、愛知県全体では「定期昇給」（５９．６％）が最も多く、次いで「基本

給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」（３１．０％）、「ベースアップ」（２７．３％）の順

となっている。 

 愛知県の５年間の推移をみると、５年とも「定期昇給」が最も多く、次いで「基本給の引上げ（定

期昇給制度のない事業所）」の順となっている。 

 

規模別では、「１～9人」で「基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」（５０．５％）、

「１０～２9人」「３０～９9人」「１００～３００人」では、「定期昇給」が最も多くなってい

る。 

業種別では、製造業計で「定期昇給」（５９．６％）が最も多く、次いで「基本給の引上げ（定期

昇給制度のない事業所）」（３３．６％）の順となっている。 製造業計では「定期昇給」（５９．

７％）が最も多く、次いで「ベースアップ」「基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」（２

７．２％）の順となっている。 

 

 

 

【図表  ３８】 
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基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）

諸手当の改定

臨時給与（夏季・年末賞与など）の引上げ

(%)
賃金改定の内容（５年間の推移） （ 数回答）

令和５年（愛知県） 令和４年（愛知県） 令和３年（愛知県）

令和２年（愛知県） 令和元年（愛知県）
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【図表  ３９】 

 
【図表  ４０】 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

         

定期昇給

ベースアップ

基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）

諸手当の改定

臨時給与（夏季・年末賞与など）の引上げ

   賃金改定の内容   数回答 

全国 愛知県

●賃金改定の内容 （ 数回答） （％）
定
期
昇
給

ベ
ー

ス
ア
ッ

プ

基
本
給
の
引
上
げ

（

定
期
昇
給
制
度
の

な
い
事
業
所
）

諸
手
当
の
改
定

臨
時
給
与
（

夏
季
・

年
末
賞
与
な
ど
）

の

引
上
げ

全国 52.6 25.6 35.2 16.0 11.4
愛知県 59.6 27.3 31.0 17.7 10.9

　１～９人 35.0 17.5 50.5 12.6 14.6
　１０～２９人 60.2 25.3 32.5 15.7 10.8
　３０～９９人 67.6 29.1 21.8 21.8 8.4

　１００～３００人 75.4 43.1 21.5 20.0 12.3
製造業　計 59.6 27.4 33.6 12.7 9.8

　　食料品 54.5 33.3 30.3 15.2 6.1
　　 維 業 40.6 18.8 46.9 21.9 21.9

　　 材・ 製品 41.7 41.7 41.7 25.0 16.7
　　  ・同関連 73.1 26.9 26.9 19.2 23.1
　　 業・  60.9 30.4 30.4 6.5 0.0
　　化学 業 64.3 21.4 21.4 14.3 7.1

　　金属、同製品 58.4 29.9 39.0 7.8 13.0
　　    74.2 29.0 19.4 9.7 3.2
　　 の 63.9 16.7 36.1 13.9 2.8

 製造業　計 59.7 27.2 27.2 25.2 12.6
　　情報通信業 66.7 46.7 26.7 33.3 20.0

　　運輸業 52.2 4.3 30.4 47.8 21.7
　　建設業 62.5 20.8 34.7 16.7 8.3

　　　卸売業 61.7 33.3 21.7 30.0 15.0
　　　小売業 43.8 18.8 31.3 18.8 12.5
　　サービス業 60.0 50.0 10.0 15.0 5.0

令和５年（愛知県） 59.6 27.3 31.0 17.7 10.9
令和４年（愛知県） 60.7 13.8 32.1 13.6 10.4
令和３年（愛知県） 58.3 12.9 36.5 9.4 6.9
令和２年（愛知県） 66.3 10.4 26.6 11.1 5.6
令和元年（愛知県） 63.9 11.3 32.7 15.1 11.1

 ※データをミニグラフにて表示 
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賃金改定の決定要素 

 

● 賃金改定の決定要素について、愛知県では「労働力の確保・定着」（５６．３％）が最も多く

なっている。 

 

 賃金改定の決定要素について、愛知県全体では「労働力の確保・定着」（５６．３％）が最も多

く、次いで「企業の業績」（５０．４％）、「物価の動向」（４２．９％）の順となっている。 

規模別でも、どの規模も「労働力の確保・定着」が最も多く、次いで「企業の業績」、「物価の動

向」の順となっている。 

業種別でも、製造業計・ 製造業計ともに「労働力の確保・定着」が最も多く、次いで「企業の業

績」、「物価の動向」の順となっている。 

 

 

【図表  ４１】 
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労 関係の安定

 会社 は関連会社の改定の動向

前年度の改定実績

賃上げ ード

 料費の動向

重 した要素はない

 の 

   賃金改定の決定要素（ 数回答）

全国 愛知県
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【図表  ４２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●賃金改定の決定要素（ 数回答） （％）
企
業
の
業
績

 
間
相
場

労
働
力
の
確
保
・
定
着

物
価
の
動
向

労
 
関
係
の
安
定

 
会
社
 
は
関
連
会
社
の
改

定
の
動
向

前
年
度
の
改
定
実
績

賃
上
げ
 
ー

ド

 
料
費
の
動
向

重
 
し
た
要
素
は
な
い

 
の
 

全国 49.4 29.5 59.5 45.0 17.6 3.7 11.1 18.4 5.6 1.9 2.7

愛知県 50.4 32.1 56.3 42.9 16.2 2.9 13.8 19.8 3.7 2.5 3.1

　１～９人 40.7 30.6 47.2 39.8 13.9 0.0 10.2 11.1 0.9 6.5 4.6

　１０～２９人 47.3 23.4 50.9 43.1 16.8 2.4 12.6 20.4 4.2 2.4 3.0

　３０～９９人 55.6 34.4 63.9 41.1 15.6 2.8 13.3 21.1 5.0 1.1 2.8

　１００～３００人 60.0 50.8 64.6 52.3 20.0 9.2 24.6 29.2 3.1 0.0 1.5

製造業　計 51.1 32.8 55.0 44.4 16.7 3.9 11.9 19.9 4.2 2.6 2.6

　　食料品 50.0 23.5 58.8 29.4 14.7 2.9 17.6 11.8 2.9 2.9 0.0

　　 維 業 51.4 22.9 40.0 42.9 14.3 2.9 5.7 14.3 2.9 2.9 5.7

　　 材・ 製品 50.0 33.3 41.7 66.7 25.0 0.0 0.0 16.7 0.0 0.0 8.3

　　  ・同関連 46.2 42.3 46.2 42.3 38.5 0.0 7.7 23.1 3.8 3.8 11.5

　　 業・  51.1 17.8 48.9 51.1 6.7 6.7 15.6 11.1 4.4 4.4 2.2

　　化学 業 60.0 46.7 40.0 20.0 13.3 6.7 6.7 26.7 0.0 6.7 0.0

　　金属、同製品 58.4 45.5 63.6 51.9 22.1 2.6 14.3 26.0 7.8 1.3 1.3

　　    38.7 29.0 64.5 38.7 9.7 9.7 9.7 19.4 6.5 0.0 0.0

　　 の 47.2 33.3 63.9 44.4 11.1 2.8 13.9 27.8 0.0 2.8 0.0

 製造業　計 49.3 31.1 58.4 40.7 15.3 1.4 16.7 19.6 2.9 2.4 3.8

　　情報通信業 46.7 26.7 60.0 33.3 20.0 0.0 0.0 40.0 0.0 0.0 6.7

　　運輸業 45.8 16.7 75.0 37.5 29.2 4.2 20.8 20.8 4.2 4.2 0.0

　　建設業 38.9 25.0 56.9 47.2 12.5 1.4 16.7 13.9 1.4 2.8 6.9

　　　卸売業 63.9 37.7 57.4 41.0 16.4 1.6 21.3 23.0 6.6 0.0 1.6

　　　小売業 37.5 25.0 62.5 43.8 12.5 0.0 6.3 12.5 0.0 12.5 0.0

　　サービス業 57.1 57.1 42.9 23.8 4.8 0.0 19.0 19.0 0.0 0.0 4.8

 ※データをミニグラフにて表示 
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10．労働組合 

● 労働組合について、愛知県では「ある」と回答した事業所は６．７％となっている。 

 

 労働組合の有無について、愛知県全体では「ある」と回答した事業所は（６．７％）で、「ない」

は（９３．３％）となっている。 

 愛知県の５年間の推移をみると、「ある」が（令和元年５．３％）（令和２年５．８％）（令和３

年６．７％）と少しずつ増加していたが、一時的に（令和４年４．８％）と減少したものの、令和５

年では増加に転じている。   

規模別では、どの規模も「ない」が最も多くなっている。 

業種別では、製造業計・ 製造業計ともに「ない」が最も多くなっている。 

 

 
【図表  4３】 

 

 
【図表  ４４】 
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【図表  ４５】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●労働組合の有無 （％）

あ
る

な
い

全国 7.1 92.9

愛知県 6.7 93.3

　１～９人 3.4 96.6

　１０～２９人 4.4 95.6

　３０～９９人 8.4 91.6

　１００～３００人 20.6 79.4

製造業　計 8.4 91.6

　　食料品 9.1 90.9

　　 維 業 11.1 88.9

　　 材・ 製品 18.8 81.3

　　  ・同関連 7.5 92.5

　　 業・  7.3 92.7

　　化学 業 0.0 100.0

　　金属、同製品 10.7 89.3

　　    2.9 97.1

　　 の 4.5 95.5

 製造業　計 4.5 95.5

　　情報通信業 0.0 100.0

　　運輸業 12.8 87.2

　　建設業 3.8 96.2

　　　卸売業 3.3 96.7

　　　小売業 1.9 98.1

　　サービス業 8.0 92.0

令和５年（愛知県） 6.7 93.3

令和４年（愛知県） 4.8 95.2

令和３年（愛知県） 6.7 93.3

令和２年（愛知県） 5.8 94.2

令和元年（愛知県） 5.3 94.7

 ※データをミニグラフにて表示 
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11．データ集 

０．回答事業所数 

１－１．常用労働者数 

１－２．女性常用労働者比率 

１－３．従業員数（全体：雇用形態別構成比） 

１－４．従業員数（男性：雇用形態別構成比） 

１－５．従業員数（女性：雇用形態別構成比） 

１－６．パートタイマー比率（全体） 

１－７．派遣労働者比率（全体） 

１－８．嘱託・契約社員比率（全体） 

１－９．従業員数の増減（男） 

１－１０．従業員数の増減（女） 

２－１．経営状況 

２－２．主要事業の今後の方針 

２－３．経営上の障害（３ 目以内 数回答） 

２－４．経営上の強み（３ 目以内 数回答） 

３－１．週所定労働時間 

３－２．月平均残業時間（従業員１人当たり） 

４－１．年次有給休暇の平均付与日数（従業員１人当たり） 

４－２．年次有給休暇の平均取得日数（従業員１人当たり） 

４－３．年次有給休暇の平均取得率（従業員１人当たり） 

５－１． 原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況 

５－２． 原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の内容（ 数回答） 

５－３． 価格転嫁率 

６－１． 新規学卒者の採用計画 

６－２． 新規学卒者の初任給（加重平均：高校卒） 

６－３． 新規学卒者の初任給（加重平均：専門学校卒） 

６－４． 新規学卒者の初任給（加重平均：短大卒（含高専）） 

６－５． 新規学卒者の初任給（加重平均：大学卒） 

６－６． 新規学卒者の採用充足状況（高校卒） 

６－７． 新規学卒者の採用充足状況（専門学校卒） 

６－８． 新規学卒者の採用充足状況（短大卒（含高専）） 

６－９． 新規学卒者の採用充足状況（大学卒） 

７－１．中途採用者の採用計画 

７－２．中途採用者の採用充足状況 

７－３．中途採用を行った従業員の年齢層（ 数回答） 
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８－１．パートタイマーを採用した理由（ 数回答） 

８－２．正規従業員とパートタイマーの職務 

８－３．正規従業員との平均賃金の差 

８－４．待遇改善のために実施している方策（ 数回答） 

８－５．パートタイマーの就業調整の状況 

８－６．パートタイマーが就業調整をした理由（ 数回答） 

９－１．賃金改定実施状況 

９－２．平均昇給・相殺 

９－３．平均昇給・上昇 

９－４．平均昇給・下降 

９－５．賃金改定の内容（ 数回答） 

９－６．賃金改定の決定要素（ 数回答） 

１０．労働組合の有無 


